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はじめに 

 

岡山地域の最適な地域医療体制の構築を目指して、本市は、中四国において教

育・研究、高度先進医療の中核的存在である岡山大学と連携協議を進めてきた。

この連携協議の中で、岡山ＥＲを特徴とした医療機能と保健・医療・福祉連携機

能を備えた「（仮称）岡山総合医療センター構想」が提案された。 

この構想の実現に向けて、さらに岡山大学との連携協議を重ねるとともに、議

会をはじめ、医療関係団体、市民団体など広く市民の方々との議論を踏まえ、平

成２２年２月、役割・機能、診療体制などの基本的な事項について取りまとめた、

「（仮称）岡山総合医療センター基本構想」を策定した。 

この基本構想を踏まえ、センターの立地については、市民が利用しやすく、市

民の安心を支える救急医療の実施に適した位置、また、地域全体で救急医療を支

えるため、大学病院をはじめとした各医療機関との連携のしやすさ、早期整備の

可能性などの観点から、北長瀬表町の市有地を整備地とすることとした。 

本基本計画は、（仮称）岡山総合医療センターを整備するにあたり、部門別計

画、施設整備計画等、事業化に向けて必要な検討を行い、さらに具体的な事項に

ついて取りまとめたものである。 

 

 

 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 基本構想の考え方 
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I 基本構想の考え方 

基本構想では、次のとおり現状と課題を分析し、基本方向と担うべき機能等を示

した。これらの考え方を踏まえ、基本計画を策定するものとする。 

 

１ 現状と課題 

 

（1） 国の政策動向 

① 医療制度改革 

我が国は、国民皆保険制度の下、世界一の平均寿命と高い保健医療水準を維持

してきたが、急速に膨らむ医療費に対し、医療制度を将来にわたり安定的に持続

させていくため、医療費適正化の推進、生活習慣病対策の推進、医療機能の分化・

連携の推進などを主な柱とした、良質かつ適切な医療を効率的に提供するための

医療制度改革が進められている。 

 

② 安心と希望の医療確保ビジョン 

医療制度改革を進める上では、将来をしっかりと見据えた長期的なビジョンを

持ち、現場の声を聞きながら政策の立案や推進を行うことが必要とのことから、

①医療従事者等の数と役割、②地域で支える医療の推進、③医療従事者と患者・

家族の協働の推進を３本柱とした、「安心と希望の医療確保ビジョン（平成２０

年６月）」が示された。その中で、医師養成数の増加、総合的な診療能力を持つ

医師の育成、救急医療の充実など具体的な政策が示されている。 

 

③ 医師臨床研修制度の見直し 

平成１６年４月から始まった医師卒後臨床研修の必修化に伴い、研修医が研修

内容や施設が充実した病院を研修先に選択するケースが増加し、大学医局に在籍

する医師が不足し、そのため派遣先の病院から医師の引き上げが行われ、とりわ

け地方の病院の医師不足が深刻化している。こうした中、医師の臨床研修制度等

のあり方について検討が行われ、平成２１年４月に研修プログラムの弾力化、募

集定員や受け入れ病院のあり方など制度の見直しが行われた。 

 

④ 診療報酬改定 

平成２２年度の診療報酬改定はプラス０．１９％の改定であったが、平成１４

年度から平成２０年度まで４期連続してマイナス改定であった。平成１８年度に

はマイナス３．１６％という過去最大幅の引き下げが行われた。 
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⑤ 公立病院改革 

公立病院は、地域における基幹的な公的医療機関として、地域医療の確保のた

め重要な役割を果たしているが、近年、多くの公立病院において、損益収支をは

じめとする経営状況が悪化するとともに、医師不足に伴い診療体制の縮小を余儀

なくされるなど、その経営環境や医療提供体制の維持が極めて厳しい状況になっ

ている。 

このため、総務省は病院事業を設置する地方公共団体に対し、公・民の適切な

役割分担のもと、地域において必要な医療提供体制の確保を図り、持続可能な病

院経営をめざした公立病院改革を促すため「公立病院改革ガイドライン（平成１

９年１２月）」を示した。ガイドラインでは、地域医療の確保のため自らに期待

されている役割を改めて明確にし、①経営効率化、②再編・ネットワーク化、③

経営形態の見直しの３つの視点に立った改革を一体的に推進することが必要と

して、「公立病院改革プラン」を策定することを求めている。これを受け、本市

では平成２０年度に市立３病院の改革プランを策定した。 
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（2） 地域医療の現状 

① 需給状況等 

本市の医療の需給状況を政令市・中核市と比較すると、医療提供体制（供給）

は、人口１０万人当たりの病院数、一般病床数、医師数などが比較的上位にラン

クし、恵まれた状況にある。 

需要状況は、人口１０万人当たりの１日平均在院患者数が８０９人と多く、比

較的多くの患者が集まる状況にある。また、本市は医療の需要、供給ともに比較

的規模が大きいが、病床充足率は平均的で一定のバランスがとれている。 

なお、岡山県南東部保健医療圏（岡山市等）の一般病床及び療養病床の既存病

床数は、１０,６８４床（Ｈ１８．４．１現在）で、岡山県保健医療計画におけ

る基準病床数９,５０２床に対し、１,１８２床多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均値
岡山市の
順位

平均値
岡山市の
順位

病院数
(一般病床を有する)

6.4 4.6 ２位 5.6 １４位

300床以上の病院数
(一般病床を有する)

1.14 1.03 ６位 1.10 ２１位

一般病床数(病院) (床） 1051.2 784.2 ２位 841.6 １１位

病床充足率
(病院の一般病床）

（％） 129.9 130.3 ９位 128.5 １９位

一般診療所数 94.7 87.5 ７位 83.5 １３位

医師数 (人） 354.6 266.7 ２位 258.9 ６位

１日平均在院患者数
（病院の一般病床）

（人） 809.3 604.1 ３位 657.1 １４位

一般病床数(病院) （床） 7,363 11,016 １２位 6,214 １３位

１日平均在院患者数
（病院の一般病床）

(人） 5,668 8,493 １１位 4,830 １２位

  ※資料：H19「医療施設調査」、H19「病院報告」、H18「医師・歯科医師・薬剤師調査」

　※調査時点では中核市でなかった盛岡市、前橋市、柏市、大津市、尼崎市、西宮市、久留米市を除く

　※病床充足率＝（病院の一般病床数）÷（病院の一般病床の1日平均在院患者数）

岡山市

政令市・中核市との比較

実
数

政令市との比較
（18市）

政令市・中核市との比較
（52市）

人
口
十
万
人
当
た
り

　区　　分
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② 県外からの流入患者の状況（広域拠点性） 

県外からの入院患者数は、岡山県南東部保健医療圏（岡山市等）が約５００人

/日で、岡山県南西部保健医療圏（倉敷市等）と合わせると約８００人/日となり、

西日本主要都市の医療圏の中でも有数の流入規模となっている。特に高度先進医

療を行う岡山大学病院は、総入院患者の約４分の１が県外からの患者であり、本

市における医療分野の広域拠点性の中核的存在となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　　※病院（一般病床）の推計入院患者数のうち、県外から流入した患者数を比較
　　　※資料：厚生労働省H17「患者調査」
　　　※岡山県南東部＝０．５千人/１日当たり　　岡山県南西部＝０．３千人/１日当たり

県外からの入院患者数（推計）
(西日本主要都市の二次医療圏での比較)
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③ 将来推計患者数 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」（Ｈ２０．

１２)の推計人口と厚生労働省「患者調査」（Ｈ１７）の岡山県の受療率を用いて、

岡山市の将来推計患者数を試算（受療率は一定と仮定）した。 

平成４７年の推計患者数は平成１７年に比べて入院が４５．５％、外来が１９．

６％増加する結果となった。当推計は、市外への流出患者数、市内への流入患者

数を考慮していないため、今後も本市の流入超過が続いていくならば、さらに患

者数は増加するものと予測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記推計は、以下の数式で推計した。

　　　将来推計患者数＝∑AB

　　　　（A:性別・年齢階級別推計人口    B:性別・年齢階級別　外来受療率or入院受療率（H17患者調査））

※上記推計では、市外への流出患者数、市外からの流入患者数は考慮していない。

※性別・年齢階級別推計人口は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」(H20.12)の値を

使用した。

岡山市の将来推計患者数（入院）

2,588 2,561 2,418 2,426 2,453 2,501 2,445

1,569 1,725 2,075 2,032 1,761 1,740 1,846
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4,395

4,983
5,752 6,765 7,058 7,084

139146152162176191201
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11,44411 ,131
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岡山市の将来推計患者数（外来）

4,031 3,824 3,513 3,241 3,047 2,917 2,781

18,417 18,246 17,422 17,370 17,380 17,376 16,849

8,116 8,894 10,685 10,452 9,061 8,960 9,517

9,227
11,416

12,954 14,969 17,627 18,393 18,451
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0～14歳

47,114

46,03244 ,574
42,381

39,791

47,59847 ,647
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④ 将来推計要介護認定者数 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」（Ｈ２０.１

２)の推計人口と岡山市の介護認定率（Ｈ１９.９）を用いて、岡山市の将来推計

要介護認定者数を試算（介護認定率は一定と仮定）した。 

高齢化率の上昇に伴って、平成４７年の要介護認定者数（要介護２～５）は平

成１９年に比べて７２．５％増加する結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※H19 年は実数 

※上記推計は、以下の数式で推計した。 

将来推計要介護認定者数＝ΣAB 

（A:性別・年齢階級別推計人口 B:性別・年齢階級別 介護認定率（H19.9 末現在）） 

※性別・年齢階級別推計人口は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」（H20.12）の値を使用した。 

 

 

 

 

 

 

岡山市の将来推計要介護認定者数（要介護２～５）

6,585
7,488
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9,677
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⑤ 政策的医療の状況等 

ア 救急医療 

市内の救急医療体制は、初期（休日夜間急患診療所、在宅当番医等）、２次

（病院群輪番制病院等２０施設）、３次（救命救急センター１施設）の救急医

療施設と、救急車搬送患者を受け入れる救急告示施設（２６施設）により整備

されている。 

市内主要病院（※）の総救急患者数は、平成１３年度の約１２万人に対し平

成１８年度は約１６万人となっており、５年間で３割程度増加していると推計

される。その内訳を見ると、９割程度が軽症患者となっている。 

また、市内の救急搬送患者数は、平成１５年の２．０万人に対し平成２０年

は２．４万人となっており、５年間で２割増加している。平成２０年の救急搬

送患者のうち軽症患者は１．３万人であり全体の５２．５％を占めている。 

このように、救急医療現場はひっ迫度を増しており、特に２次及び３次救急

病院においては、多くの軽症患者を受け入れる一方で、手術・入院を要する重

症患者を受け入れる本来の機能を十分発揮できない状態に陥っている。その要

因としては、患者自身で症状の程度や診療科を判断できない、又は、患者の費

用負担が同程度であるため、患者が症状にかかわらず、より高度な医療機関を

受診する傾向があることなどが考えられる。 

こうした状況の中、休日・夜間の軽症患者に対して特別料金を徴収し、過密

状態となっている救急患者数を抑制して医師の負担を軽減し、重症患者の治療

体制の改善を図る救急病院が出てきている。 

    ※市内主要病院とは、岡山大学病院、川崎病院、国立岡山医療センター、岡山済生会総合病

院、岡山赤十字病院、岡山労災病院、市民病院の７病院 
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市内主要７病院の救急患者数の推移

軽症
(その他)

軽症
(その他)

軽症
(その他)

軽症
（救急車）

重症等
(その他)

重症等
（救急車）

0

2

4

6

8

10

12

14

16

H13年 H14年 H15年 H16年 H17年 H18年

万人

軽症　約１４万人

軽症
(救急車)

重症等
(その他)

重症等
(救急車)

約１２万人

約１６万人

軽症　約１１万人

軽症患者数
約３万人増

休日夜間急患診療所の患者数
年間７，０００～９，０００人程度

市内主要病院の推計救急患者数の推移
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イ 小児（救急）医療 

市内の人口１０万人当たりの小児科医療施設（病院、診療所）数、小児科に

従事する医師数は全国や政令市・中核市の平均より上回っており、一定の水準

にある。 

小児救急医療体制については、初期救急は岡山市休日夜間急患診療所が休日

と平日準夜勤帯に対応し、２次救急は小児救急医療支援病院（国立岡山医療セ

ンター、岡山赤十字病院）を中心とした病院群輪番制病院により２４時間３６

５日対応できるよう整備が進められている。また、国立岡山医療センターと岡

山赤十字病院で市内主要病院全体の４分の３の救急患者を受け入れている。 

 

ウ 産科･周産期医療 

市内の人口１０万人当たりの産科医療施設（病院数、診療所）数、産科に従

事する医師数は全国や政令市・中核市の平均より上回っており、一定の水準に

ある。 

産科・周産期医療体制については、ハイリスクの母体・新生児に高度な周産

期医療を２４時間体制で提供する総合周産期母子医療センター（国立岡山医療

センター）・地域周産期母子医療センター（岡山赤十字病院、岡山大学病院）

と地域の産科・小児科をもつ医療施設がネットワークを構築することにより整

備が進められている。また、周産期母子医療センターの３病院で、市内主要病

院全体の８割弱の救急患者を受け入れている。 

 

エ 感染症医療 

県の感染症予防計画において、第一種感染症指定医療機関に岡山大学病院が、

第二種感染症指定医療機関に市民病院が指定されている。 

また、地球規模で瞬く間に広まった新型インフルエンザに対し、世界保健機

関（ＷＨＯ）は警戒水準を最高度に高め、我が国においても、全国的な流行の

拡大がみられた。新型インフルエンザに対する医療提供体制については、県の

新型インフルエンザ対策行動計画において、初期対応医療機関に７病院が、協

力医療機関に３病院が指定されているが、大規模発生等に対応できる医療提供

体制の整備が求められる。 
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オ 結核医療 

市内における結核り患率は、人口１０万人当たり１８．７（Ｈ２０年）で全

国平均の１９．４を下回るものの、前年より０．４ポイント増加している状況

にある。 

市内の結核病床を有する病院は、市民病院（１２床）、岡山県健康づくり財

団付属病院（４６床）であり、隣接する早島町に国立病院機構南岡山医療セン

ター（１００床）がある。また、岡山県保健医療計画に定められた結核病床の

基準病床数（県全域）より既存病床数の方が多い状況にあり、病床利用率も岡

山県４０．４％（Ｈ１９年）、岡山市１９．８％（Ｈ１９年）と低い状況にあ

る。 

 

カ 災害医療 

災害時にライフラインを確保しつつ、重症患者の治療を行ったり、被災地へ

医療チームを派遣したりする災害拠点病院に２病院（岡山赤十字病院、岡山済

生会総合病院）が指定されている。今後の災害医療体制については、災害時に

患者に安全と適切な医療を提供できる医療施設の充実や専門的訓練を受けた

医療チームの確保など体制の強化が求められる。 

 

キ 教育・人材育成 

市内主要病院は、臨床研修病院として研修医の受け入れや看護師、臨床検査

技師等の実習生の受け入れを行い、地域医療を担う人材の育成に貢献している。 

一方、新臨床研修制度に伴い、大学医局に在籍する医師が不足し、地方の医

師不足が深刻化することが危惧されており、地域医療を担う人材の養成や地域

内への定着を図り、医師を確保していくことが喫緊の課題となっている。 
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ク 連携体制 

地域医療は、医療経営環境の悪化、医師不足など様々な問題を抱え、救急医

療など一定の連携体制が構築されている分野においても、医療現場の疲弊が危

惧されている。 

このような状況の中で、各医療機関の役割分担と連携をさらに促進させ、限

りある市内の医療資源を最大限に活かした地域医療ネットワークづくりを進

めていく必要がある。 

また、医療機関相互、医療機関と介護施設との連携などが個別に行われてい

るが、予防から医療、急性期医療から回復期医療、医療から介護など、患者の

状況に応じ、切れ目なく適切に医療・介護等を受けることができるよう、保健・

医療・福祉のさらなる連携の仕組みづくりが求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケ 情報提供・相談機能 

現在、インターネットで救急病院等の情報を検索できる県災害・救急医療情

報システム、休日夜間の急病へのアドバイスを行う県小児救急医療電話相談事

業が実施され、医療に関する苦情・相談を受ける医療安全支援センター（県及

び市）、精神科の電話相談を受ける県精神科救急情報センターが設置されてい

る。さらに平成２０年度からは、インターネットで様々な医療機関の情報を提

供する県医療機能情報提供システムが実施されており、情報提供・相談体制の

整備が進みつつある。 

しかし、深夜以降の救急医療機関の情報提供が、市の救急病院案内（電話案

内）のみであるなど課題もあり、利用しやすくわかりやすい情報提供や、情報

を有機的に提供できる仕組みづくりが求められる。さらに、保健・福祉の情報

提供・相談体制との連携も含めて体制の整備が必要である。 

予防
・生活習慣改善
・再発予防治療

急性期
・救急医療（早期診断・初期治療）
・専門的治療（急性期リハビリ含む）

回復期
・身体等機能回復ﾘﾊﾋﾞﾘ
・再発予防治療等

維持期
・生活機能維持向上ﾘﾊﾋﾞﾘ
・再発予防治療等

回復期リハ病院等 介護施設等

かかりつけ医（在宅）

医療の流れのイメージ（脳卒中を例として）

急性期病院
保健所

健診医療機関

ネットワーク強化（切れ目のないサービスの提供等）

連携
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（3） 地域医療の課題 

本市の地域医療は、恵まれた医療資源により維持されてきたが、医療経営環境

の悪化、全国的な医師不足、高齢化に伴う将来的な患者増、救急患者の急増と２

次・３次救急病院の機能低下、新型インフルエンザの流行、急性期から在宅まで

切れ目のない一貫したサービスの不足など、様々な懸念材料が発生してきており、

地域医療の安定的・継続的維持への不安が出てきている。 

このような地域医療に対する不安を解消するためには、次の課題を重点的に解

決していくことが有効と考えられる。 

 

① 医療資源を活かしたネットワーク強化(役割分担・連携体制の確立） 

� 医療機関同士のネットワーク強化による効率的・効果的な医療体制の確立 
� 予防、診療から介護までの切れ目のないサービスの提供 
� 相談、情報機能や連携を支援する総合調整機能(コーディネート機能)の強化 

 

② 強化が必要な分野(救急、健康危機、災害等)への対応 

� ２４時間３６５日、市民が安心して受診できる救急医療体制の強化 
� 健康危機管理機能、災害医療機能の強化 

 

③ 地域医療を担う医師等の確保 

� 教育・人材育成機能の強化等 
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２ 基本方向 

 

（1） 地域医療ネットワークの確立に貢献する新たな医療機関の実現 

本市は、本市の持つ強みである優れた医療資源を最大限に活かしながら、各医療

機関の役割分担と連携をさらに促進させ、それらが有機的に結びついた、２１世紀

型の新たな地域医療ネットワークを確立し、最適な地域医療体制の構築等を進める

ことにより、市民の安全と安心を支え、さらに、岡山市が中四国の広域圏の人々の

幸せに貢献する総合福祉の拠点都市となることを目指している。 

この目標を実現するため、本市は岡山大学と保健医療連携に関する協定を平成２

１年３月に締結し、相互の資源を有効に活用して、全国に類例のない強固な連携体

制のもとで協力することとした。 

一方、地域医療ネットワークの確立のためには、地域医療の中で十分な対応がと

れないなど政策的に必要とされる分野に柔軟に対応し、地域医療ネットワークを支

えるとともに、各医療機関の連携をはじめ保健・医療・福祉の連携を促進する調整

機能を担う公的な部門が求められている。 

こうしたことから、本市は、岡山大学との強固な連携体制のもとで、地域医療ネ

ットワークの確立に貢献し、市民の健康と生命を守り、安全と安心を支える役割を

担う新たな医療機関として、（仮称）岡山総合医療センターの実現を図る。 

 

現在の地域医療体制

・優れた病院群による体制
・新たな課題に対し十分とはいえない
　体制

保健所等行政機関・医師会・介護施設等

診療所

診療所

総合

病院

専門

病院

総合
病院

総合

病院

診療所

診療所

診療所

市民病院

市民

２１世紀型地域医療ネットワーク

・各機関が有機的に結びついた、新た
　な地域医療ネットワークを確立

保健所等行政機関・医師会・介護施設等

診療所

診療所

総合

病院

専門

病院

総合
病院

総合

病院

診療所

診療所

診療所

市民

（仮称）

岡山総合

医療センター

・岡山大学と岡山市の全国に類例の
　ない連携体制の構築

・地域医療ネットワークの確立に貢献
　する新たな医療機関の実現

岡大岡大
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（2） 救急医療（岡山ＥＲ）と保健・医療・福祉連携を重点分野とする。 

○救急医療（岡山ＥＲの構築） 

救急医療及び地域医療を担う医師等の教育・人材育成を強化するため、症状に

かかわらず救急患者を受け入れ、初期診療を行うＥＲ型救急システムを岡山大学

と共同して構築する。 

○保健・医療・福祉連携 

急速に進む高齢化に対応し、市民が安心できる体制づくりを進めるため、保

健・医療・福祉の総合相談・情報提供や、各施設の連携調整など予防、診療から

介護まで切れ目のないサービスの提供に貢献する。 

 

３ 担うべき機能 

� 救急医療機能（岡山ＥＲの構築） 
� 教育・人材育成機能 
� 災害医療機能、健康危機管理機能等 
� 地域医療ネットワーク確立に貢献する機能 
� 保健・医療・福祉連携機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

救急医療

○24時間365日すべての症状の患者を受入
○地域医療を担う医師等の育成

（仮称）岡山総合医療センター構想

救急
患者

救急車

自力
受診

コーディネート

岡大・日赤等 かかりつけ医各医療機関

市民

一部重症
転送

中等症
転院

【関係機関】
医師会等関係団体 保健所・福祉事務所・消防
ふれあい公社 こども総合相談所
県精神科医療センター 各福祉施設など

連携

各医療機関との地域医療ネットワーク構築

（仮称）岡山総合医療センター構想のイメージ

一般
患者

専門診療部門
（ＥＲ支援部門）

一部重症、中等症

○保健・医療・福祉の総合相談・情報提供
（ワンストップサービス）

○総合調整機能（コーディネート機能）
医療・福祉施設等の連携調整 など

岡山大学

高度先進
医療

教育・研究

休日夜間
急患診療所

(人的・
技術的

協力等)

予防、診療から介護まで切れ目のない
サービスの提供に貢献する連携機能

保健・医療・福祉連携機能

救急医療

○24時間365日すべての症状の患者を受入

○地域医療を担う医師等の育成

教育・人材育成

岡 山 Ｅ Ｒ

軽症
紹介

連携

体制



 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 医療部門基本計画 
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II 医療部門基本計画 

 

１ 基本方針等 

 

（1） 基本理念 

 

地域医療ネットワークの確立に貢献し、市民の健康と生命を守り、安全と

安心を支える役割を担う新たな医療機関を目指します。 

 

（2） 基本方針 

 

① 岡山ＥＲを構築し、市民が安心できる救急医療を提供するとともに、地域医療

ネットワーク全体で救急医療を支える体制づくりに貢献します。 

 

② 市民の健康と生命を守るため、災害時や健康危機時の医療の確保に取り組みま

す。 

 

③ 地域医療を担う医師等の安定的・継続的確保に貢献するため、岡山大学と共同

して教育・人材育成の強化を図ります。 

 

④ 地域医療ネットワークを支える「最後の砦」として、必要な診療基盤を備え、

地域医療の中で十分な対応がとれない分野に柔軟に対応し、「ことわらない医

療」の実践に努めます。 

 

⑤ 地域医療ネットワーク確立のため、医療連携を進めるとともに、その基本とな

る連携として、岡山大学との連携体制を構築します。 

 

⑥ 質が高く安全な、患者中心の医療を提供するとともに、保健・医療・福祉連携

に貢献します。 

 

⑦ 公的に必要とされる医療を安定的に提供するため、持続可能な経営基盤を確立

し、健全で自立した経営を行うとともに、職員が希望と誇りを持ち、充実して

働くことのできる魅力ある病院づくりを目指します。 
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（3） 担う機能 

① 救急医療機能（岡山ＥＲの構築） 

２４時間３６５日、症状にかかわらず救急患者を受け入れ、ＥＲ型救急医が初

期診療を行い、必要に応じ専門診療部門に引き継ぐ、ＥＲ型救急システムを取り

入れた「岡山ＥＲ」を岡山大学と共同して構築し、市民が安心できる救急医療を

提供する。 

これにより、救急医療機関（救急告示病院・病院群輪番制病院）のひとつとし

て、地域における救急医療の一翼を担うとともに、各医療機関の役割分担と連携

を促進し、地域医療ネットワーク全体で救急医療を支える体制づくりに貢献する。 

 

 

 

【ＥＲのイメージ】 

 

 

 



 

17 

② 災害医療機能、健康危機管理機能等 

市民の健康と生命を守るため、行政機関や他の医療機関と密接に連携しながら、

災害時や健康危機時の医療等の確保に取り組む。 

災害医療については、大規模災害時における傷病者の受け入れや医療チームの

派遣等の医療救護が実施できる体制を構築する。 

また、新型インフルエンザの発生など健康危機時に、適切に対応できる院内体

制を構築するとともに、第二種感染症指定医療機関として、伝染性の強い感染症

患者への医療を提供する。 

 

③ 教育・人材育成機能 

地域医療を担う医師等の安定的・継続的確保に貢献するため、岡山地域におい

て医師等の教育機関である岡山大学と共同して教育・人材育成の強化を図る。 

このため、岡山ＥＲを活用した魅力ある研修の場を提供するものとし、医師の

臨床研修（初期・後期）や地域の医療関係者に対する研修事業を積極的に実施す

る。 

また、看護師、臨床検査技師、救急救命士等の研修生・実習生の受け入れを積

極的に行うとともに、医学生の卒前教育にも協力する。 

 

④ 地域医療ネットワーク確立に貢献する機能 

前記の救急医療、災害医療、健康危機管理、教育・人材育成の各機能のほか、

急性期医療における地域医療ネットワークを支える「最後の砦」としての機能を

担う。このために必要な診療基盤を備え、地域医療の中で十分な対応がとれない

など政策的に必要とされる分野に柔軟に対応し、「ことわらない医療」の実践に

努める。 

また、地域医療ネットワークの確立を促進するため、他の医療機関との医療連

携を推進するとともに、その基本となる連携として、岡山大学との連携体制を構

築する。 
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（4） 診療体制 

① 診療科 

次の標榜診療科を基本とする。各診療科においては、岡山ＥＲを後方で全面的

に支援する体制を整備するものとし、必要に応じて体制強化を行う。なお、将来

的な医療環境の変化に対して、必要に応じ柔軟に対応していくものとする。 

 

【基本とする標榜診療科】 

 

 

 

 

 

 

② 疾患別・臓器別センター 

内科系医師、外科系医師、看護師、薬剤師、臨床検査技師、診療放射線技師、

理学療法士などが横断的に集まり、診断、治療、看護に至るまで一貫した医療の

提供を行う疾患別・臓器別センターを設置する。設置する分野については、現在

の８センター（脳疾患、肝疾患、血液・腫瘍、血管内治療、リウマチ、糖尿病、

消化器疾患、救急）を中心とし、将来的な医療環境の変化に対して、必要に応じ

柔軟に対応していくものとする。 

 

③ 集中治療体制 

重症救急患者の受け入れ体制や脳卒中の診療体制強化などのため、ＩＣＵ（集

中治療室）、ＨＣＵ（高度治療室）、ＳＣＵ（脳卒中集中治療室）の整備を図る。 

 

 

内科、小児科、心療内科（精神科）、神経内科、外科、整形外科、脳神経外科、 

産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、皮膚科、泌尿器科、リウマチ科、 

リハビリテーション科、放射線科、麻酔科、救急科（１８科） 
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④ 主な指定等 

次の指定及び届出等を基本とする。 

� 救急告示病院 
� 病院群輪番制病院 
� 地域医療支援病院（※） 
� 臨床研修病院 
� 第二種感染症指定医療機関 
� 新型インフルエンザ初期対応医療機関 
� 新型インフルエンザ協力医療機関 
� 開放型病院 
� 脳卒中急性期医療機関（超急性期） 
� 肝炎二次専門医療機関 
� 救急科専門医指定施設（※）  など 
（※）は、今後指定を目指すもの 

 

⑤ 病床数 

病床数は次のとおりとする。 

  一般病床   ３８７床（うち、ＩＣＵ６床、ＨＣＵ４床、ＳＣＵ３床） 

  結核病床     ７床 

  感染症病床    ６床 

  合計     ４００床 
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２ 外来部門 

 

（1） 基本方針 

� 地域医療機関等と密接な連携を図り、患者が満足できる適正で質の高い医療を
提供する。 

� ブロック受付の採用により受付事務窓口の一本化を図り、受付時間の短縮やプ
ライバシーに配慮した外来を目指す。また、処置室等の集約化により業務の効

率化を図る。 

� 予約制を原則とし、情報システム等の整備により、待ち時間の少ないスムーズ
な診療を目指す。 

� 明るく開放的な構造で、ユニバーサルデザイン（年齢や身体能力に関わりなく、
すべての人々に適合するデザイン）に配慮した患者に優しい外来を目指す。 

� 外来治療センターを整備し、外来化学療法を強化する。 
 

（2） 機能 

① 診療科目 

次の標榜診療科（１８科）を基本とする。各診療科においては、岡山ＥＲを後

方で全面的に支援する体制を整備するものとし、必要に応じて体制強化を行う。

なお、将来的な医療環境の変化に対して、必要に応じ柔軟に対応していくものと

する。 

【基本とする標榜診療科】 

内科、小児科、心療内科（精神科）、神経内科、外科、整形外科、脳神経外科、

産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、皮膚科、泌尿器科、リウマチ科、リハビリテ

ーション科、放射線科、麻酔科、救急科 

 

② 外来患者数 

� １日当たりの外来患者数は、概ね６００人程度(ＥＲ患者を除く)を想定する。 
 

③ 診察室 

� 診察室はフリーアドレス制を原則とするが、特殊な設備が必要な診療科は専
用の診察室を設ける。また、将来の患者数の増大等に対応できるスペースを

確保する。 

� 各診療科は、診療科間の連携に配慮し、複数の診療科ごとにまとめて（ブロ
ック化）配置する。また、ブロック受付を設置し、診療科の受付スタッフの

効率的な配置を図る。 
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� 患者と職員の動線を分離し、分かりやすい動線を確保するとともに、プライ
バシーの保護や感染防止に努める。 

 

④ 検査（血液・尿・喀痰）・点滴等 

� 中央採血・点滴室を配置し、検査の一部、点滴等を集中させ業務の効率化を
図る。 

� 外来患者の血液・尿・喀痰の採取は、中央採血・点滴室内の採血コーナー、
採尿コーナーで行う。検体採取は、臨床検査技師及び外来看護師が行う。歩

行困難な患者に対しては、医師または看護師の判断に基づき各診療科処置室

で行う。 

� 点滴処置や経過観察を要する検査等は、中央採血・点滴室で行う。また、同
室内で自己血採血を行う。 

 

⑤ 化学療法 

� 外来治療センターは一般の点滴・処置と分けて配置する。 
� 事前の予約により、検査などでの待ち時間ができるだけ短縮されるように工
夫する。 

� 患者が安全に安心して治療を受けられるように、専任の看護師を配置し、い
つでも主治医と連絡を取れる体制をとる。 

� 薬剤の調合は、徹底したチェック体制のもと専任の薬剤師が併設した無菌調
剤室で医師から指示があった時点ですぐに調剤を開始し、最小限の待ち時間

で投与できる体制とする。 

� リクライニングチェアと電動ベッドを設置し、アメニティーに配慮する。 
 

⑥ 外来手術機能 

� 中央手術室内に日帰り手術が行える手術室を設置する。 
� 手術部門に隣接した術後リカバリールームを日帰り手術患者用としても兼用
する。 

 

（3） 運営 

① 診療体制 

ア 診療日 

a）診療日 

� 土、日曜・祝日及び１２月２９日～１月３日を除く毎日を基本とする。 
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b）診察時間 

� 午前：９：００～１１：３０ 午後：１４：００～１５：３０を基本とし、
各診療科で設定する。 

c）診療予約制 

� 診療科の特徴に配慮した外来診療予約制を原則とする。 
d）地域医療連携 

� 紹介患者専用の受付窓口を設け、紹介患者に係る事前診療予約、診察券の
発行等行い、紹介患者の利便性の向上を図る。 

 

イ 処方 

� 外来調剤は院外処方箋を発行し、院外調剤を原則とする。 
 

② 受付方法 

ア 初診患者の受付 

� 初診患者は、初診受付で受付を行う。 
 

イ 再来患者の受付 

� 再来患者の受付は、自動再来受付機と受付窓口の併用で行う。 
 

③ 各診療科の受付 

� 各診療科の受付は、複数の診療科をまとめたブロック受付にて対応する。 
 

④ 案内・誘導方法 

� 総合案内を設置し、看護師等が案内を行う。 
� 診察室への患者誘導は、プライバシーにも配慮しながら番号表示システムを
導入する。 

 

⑤ 会計方法 

� 会計窓口と自動支払機を併用して行う。 
 

（4） 配置等 

� 放射線部門、生理検査室、内視鏡部門との動線に配慮する。 
� 脳神経外科、整形外科とＥＲとの動線に配慮する。 
� 外来治療センターにおける急変時の対応のため、ＥＲ部門との動線に配慮する。 
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３ 病棟部門 

 

（1） 基本方針 

� 快適な療養環境の整備等、患者、家族の視点に立った医療サービスを提供する。 
� チーム医療の実施、看護サービスの向上により入院機能の充実を図る。 
� 患者のプライバシーの確保、アメニティーの向上により患者の快適性、利便性
を高める。 

� 医療安全面・感染管理面において安全な療養環境を提供する。 
� 病棟は科別及びセンター別を基本とし、患者数の少ない科等は混合病棟とする
が、今後の患者構成の変化に応じ柔軟に対応する。 

� 病床管理体制を充実させ、病床の有効活用を図る。 
 

（2） 機能 

① 病床数 

総病床数 ４００床 

� 一般病床  ３８７床（うち、ＩＣＵ６床、ＨＣＵ４床、ＳＣＵ３床） 
� 結核病床    ７床 
� 感染症病床   ６床 

 

② 看護体制 

� 一般病床（ＩＣＵ、ＨＣＵ、ＳＣＵ除く）、結核病床、感染症病床の看護体制
は７：１とする。 

 

③ 病床配分・病棟構成 

� 病棟は、１病棟５０床以内を基本とする。病棟構成は科別及びセンター別を
基本とし、診療科の特性を考慮した構成とする。 

� 上記以外に集中治療部門として、ＩＣＵ６床、ＨＣＵ４床、ＳＣＵ３床を整
備する。 

� 各病棟に観察床をスタッフステーションに隣接して設置する。 
� 病棟に救急病床を確保する。 
� 無菌治療室を設ける。 
� 感染症病床・結核病床は一般病床との混合病棟とするが、各病床の区画を十
分に分けるなど適切な施設とする。 

� 産科を含む病棟には、ＬＤＲ室(陣痛・分娩・回復室)を設ける。 
� 緩和ケアに対応できる病室を１病棟に集約して設ける。 
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④ 病室 

� 病室は、多床室（４床室）と個室の組み合わせを基本とし、個室の割合は３
０％程度を目処に検討する。 

 

⑤ 病室の形態 

� 多床室（４床室）は、家具等を活用し、プライバシーに配慮するとともに、
ゆとりある空間を確保する。 

 

⑥ 病室の設備 

� 多床室（４床室）には、洗面台を設置する。トイレは病棟内に数ヶ所（集中
型）設置する。 

� 個室には、洗面台とトイレを設置する。 
� 特別室には、洗面台、トイレとユニットバスを設置する。 

 

（3） 運営 

① 食事 

� 保温・保冷配膳車を導入し、適時適温給食を実施するとともに、選択メニュ
ーの導入や行事食の提供を行う。 

� 配膳方式は中央配膳方式とする。 
� 早期離床と生活パターンの確保を目的としたデイルームを設置する。 
� 病棟に検査後の延食対応の保管スペースを確保する。 

 

② 薬剤 

� 病棟にサテライトファーマシーを設置し、注射薬の混合調製業務を行うとと
もに、定数配置薬管理のための薬品管理コーナーを設置する。 

� 薬剤管理指導業務を積極的に行う。 
 

③ 検査 

� 採血は、原則、処置室内の採血スペースで行い、移動できない患者には巡回
して対応する。 

 

④ 病床管理 

� 入退院管理部門を設置し、病床を一元的に管理することにより、効率的かつ
円滑な病床管理を目指す。 
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４ ＥＲ部門 

 

（1） 基本方針 

� ２４時間３６５日、症状にかかわらず救急患者を受け入れ、ＥＲ型救急医が初
期診療を行い、必要に応じ専門診療部門に引き継ぐ、ＥＲ型救急システムを取

り入れた「岡山ＥＲ」を岡山大学と共同して構築し、市民が安心できる救急医

療を提供する。 

� 救急医療機関（救急告示病院・病院群輪番制病院）のひとつとして、地域にお
ける救急医療の一翼を担うとともに、各医療機関の役割分担と連携を促進し、

地域医療ネットワーク全体で救急医療を支える体制づくりに貢献する。 

� 「岡山ＥＲ」を活用した教育・人材育成に岡山大学と共同して取り組むことに
より、地域医療を担う医師等の安定的・継続的確保に貢献する。 

� 救急医療は病院全体で行うという共通認識を持ち、チームワークによりこれを
実践できる院内体制を構築する。 

 

（2） 機能 

① 基本機能 

ア 救急初期診療機能 

岡山ＥＲでは、次のとおり救急初期診療を行う。 

� 救急初期診療部門であるＥＲ（救急外来）において、２４時間３６５日、
症状の程度・診療科にかかわらず、救急患者を受け入れる。 

� ＥＲ型救急医を中心としたＥＲ部門が、救急患者の救急初期診療（診断・
初期治療・方向性の決定（advanced triage））を行う。 

� 入院治療、専門治療が必要な場合は、院内専門診療部門又は他の医療機関
に引き継ぐ。（ＥＲ部門は救急患者の入院治療や手術を行わない。） 

� 自力受診(walk in)の患者については、ＥＲ型救急医の救急初期診療前にト
リアージナースが緊急性の判断を行う。 

 

イ コーディネート機能 

（仮称）岡山総合医療センターは、救急医療機関（救急告示病院・病院群輪

番制病院）のひとつとして、ＥＲを支援する専門診療部門を備え、一定の高度

専門治療にも対応する一方で、救急患者を適切な処置後に他の医療機関に引き

継ぐコーディネートを積極的に行うものとし、地域での医療連携を重視したＥ

Ｒを目指す。 

特に、多発外傷の一部、指肢切断、広範囲熱傷、緊急外科手術を要する心疾

患等、重症小児救急、ハイリスクの周産期救急、口腔外科領域の疾患など一部
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の高度専門治療が必要とされる場合は、岡山大学病院をはじめ適切な医療機関

に引き継ぎ、それ以外の場合は院内で対応できるようにする。 
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救命救急センター（日赤）
周産期母子医療センター（国立、岡大、日赤）
病院群輪番制病院等（２０施設）
救急告示施設（２６施設）
在宅当番医　等

救急車

自力受診

連携
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ウ 地域医療ネットワーク全体で救急医療を支える体制づくりへの貢献 

（仮称）岡山総合医療センターは、次のとおり地域医療ネットワーク全体で

救急医療を支える体制づくりに貢献する。 

� 岡山大学と連携しながら、医師会や各医療機関等の連携調整機能の一翼を
担うとともに、岡山市休日夜間急患診療所との効果的な連携等について協

議を進める。 

� 岡山大学との連携協定に基づき、岡山ＥＲから高度な専門治療を要する救
急患者を岡山大学病院に引き継ぐことなどにより、救急医療の相互補完に

よる連携体制を構築するため、医科及び歯科領域について協議を進める。 

� 救命率向上等のため、病院前救護（救急現場及び救急搬送途上における応
急処置）活動を積極的に支援し、メディカルコントロール体制の構築に貢

献する。 

� 行政機関や医師会等関係団体等と協力しながら、いわゆるコンビニ受診の
抑制など受診行動に関する啓発を推進する。 

 

エ ＥＲを活用した教育・人材育成機能 

岡山ＥＲを活用して、次のとおり教育・人材育成機能を担う。 

a）初期臨床研修 

初期臨床研修医がＥＲ型救急医の指導の下で、充実した救急総合診療研修

を受けることができる体制を整備し、岡山大学と（仮称）岡山総合医療セン

ター双方の研修医教育に活用する。 

b）後期臨床研修 

地域医療を担う救急医、総合医の育成を推進するため、岡山大学と（仮称）

岡山総合医療センター双方が共同して岡山ＥＲを活用した後期臨床研修を

実施する。このため、（仮称）岡山総合医療センターを救急科専門医指定施

設とし、救急科専門医を養成できる体制を整えるとともに、岡山大学と（仮

称）岡山総合医療センターが連携しながら、多様な人材を育成するものとす

る。 

c）医療関係者・医学生の教育・人材育成 

岡山ＥＲを活用して、地域の医師、看護師、救急救命士、医学生など医療

関係者の教育・人材育成を推進する。このため、岡山大学と連携しながら、

一次救命処置（ＢＬＳ）、二次救命処置（ＩＣＬＳ）など救急医療に関する

講習会、研修会を実施するとともに、各種実習の受け入れを積極的に行う。 
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② 診療体制 

ア 診察日・診療時間 

２４時間３６５日 

 

イ 受け入れ 

� 受診を希望する救急患者は、いつでも、どのような症状でも決して断らず
受け入れ、適切な救急医療を提供することを目標とする。 

� 救急初期診療後に、一部の高度専門治療を要する場合は、岡山大学病院を
はじめ適切な医療機関に引き継ぐ。 

� 年間救急患者数３万人程度を目安として体制を整備するとともに、他の医
療機関との連携を図っていく。 

 

ウ 診療体制 

� ＥＲ部門（救急科）には、救急科専門医を３名以上配置し、ＥＲ専任後期
研修医（又は各専門科医）を含め、３交替制が可能な人員体制とする。 

� 患者数の多い準夜勤帯の体制を充実させる。 
� 救急科専門医を中心に、充実した臨床研修（初期・後期）を行うことがで
きる体制を整える。 

� ＥＲ部門（救急科）にトリアージナースほか専任看護師を配置する。 
� 各専門科の夜間・休日体制は、ＩＣＵ当直、病棟当直（内科系・外科系）
のほか、各科オンコール体制とする。 

� 検査・薬剤部門は、２４時間３６５日体制で、単純Ｘ線、ＣＴ、ＭＲＩ、
血液検査などの必要な検査、調剤を行うことができるようにする。 

 

（3） 運営 

① ＥＲ部門の役割 

ア 救急初期診療 

� ＥＲ部門は、次の流れで救急初期診療を行う。 
１ 受付 

２ 自力受診（walk in）の患者はトリアージナースが緊急性の判断を行

う。また、救急搬送患者は原則としてＥＲ救急医が対応する。 

３ ＥＲ診察室で初期診療（診断・初期治療・方向性の決定） 

（他院より紹介など専門科が明らかな場合は状況に応じて各専門科

対応） 
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４ 方向性の決定 

①かかりつけ医を紹介して帰宅させる。 

②入院治療・手術が必要な場合は、各専門科（病棟当直又はオンコール

対応）に引き継ぐ。 

③一部の高度専門治療を要する患者は、必要な処置後、速やかに適切な

医療機関に引き継ぐ。 

④一時的な経過観察が必要とされる場合は、ＥＲ内経過観察床に収容し、

一定時間後再診する。経過観察床は最長翌朝までの運用とし、翌朝に

入院が必要と判断された場合は、各専門科に引き継ぎするか、他の医

療機関へ紹介するかを決定する。 

� 救急指令室からのホットラインを受けることができるようにする。 
 

イ 教育・人材育成、救急医療マネジメント 

ＥＲにおける研修医等の教育・人材育成を担うとともに、災害医療機能等を

含む救急医療全般の院内マネジメントを行う。 

 

② 専門診療部門（各診療科）の役割 

� 入院治療、手術が必要な救急患者への専門治療を行う。 
� 集中治療部門は、各専門科と協力しながら、重症患者の集中治療を行う。 
� 入院患者は、ＩＣＵ（６床）、ＨＣＵ（４床）、ＳＣＵ（３床）、病棟内救急病
床のいずれかに入院させて治療を行う。 

� 診療科を特定できない患者は、内科（総合診療部門）が受け入れる。 
� 各専門科医師はＥＲの救急初期診療に参加する（多忙時及び定期的参加）。 

 

③ 検査・薬剤部門の役割 

ア 検査部門 

� ２４時間３６５日体制で、単純Ｘ線、ＣＴ、ＭＲＩ、血液検査など必要な
検査を行うことができるようにする。 

� 必要な医療機器等･･･ＣＴ、ＭＲＩ、単純Ｘ線、心エコー、腹部エコー、内
視鏡など 

 

イ 薬剤部門 

� ２４時間３６５日体制で、調剤や薬品管理を行うことができるようにする。
ただし、軽症救急患者の処方については、昼間は院外処方を原則とし、夜

間休日は院内処方のほか、可能な範囲で院外処方も併用する。 
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（4） 配置等 

� ＥＲ部門と放射線部門、薬剤部門、内視鏡部門を隣接させ、手術部門、集中治
療部門、輸血部門との連携に配慮する。 

� 大規模災害を想定し、救急車の搬入スペースを確保する。 
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５ 災害医療部門 

 

（1） 基本方針 

� 大規模災害に備え、行政機関や他の医療機関と密接に連携しながら、傷病者の
受け入れや災害派遣などの医療救護が実施できる体制を構築する。 

� 災害医療研修、災害医療救護訓練を積極的に実施する。 
� 患者収容スペースの確保、応急用医療資機材等の備蓄、施設の免震化、ライフ
ラインの二重化など大規模災害に対応できる施設整備を行う。 

 

（2） 機能 

① 基本機能 

� 大規模災害時に、傷病者の受け入れを積極的に行う。また、隣接する広域避
難場所との連携を想定した医療救護体制の構築を検討する。 

� 必要に応じ医療チームの災害派遣を行う。 
 

② 災害医療対応施設 

ア 施設の構造 

� 施設は免震構造とする。 
イ 備蓄倉庫 

� 非常用食料（患者用）及び災害用の各種備品、簡易ベッド等を備蓄する倉
庫を設ける。 

ウ 設備 

� 受水槽は耐震構造とし、長期断水時に必要な量を確保する。 
� 停電時の非常用電源として、発電装置を整備する。 
エ その他 

� 大規模災害時のトリアージスペースを確保する。 
� 大量傷病者にも対応するため、外来スペース等に簡易ベッドが置けるスペ
ースを確保するとともに、医療ガス等の配管を整備する。 

� 災害医療の研修に必要な研修室等を整備する。 
� 屋外施設について、駐車場や災害時に患者を収容する可能性のあるスペー
スへのライフラインの整備について検討する。 

 

（3） 運営 

� 災害時の通信手段の確保を図る。 
� 災害医療研修、災害医療救護訓練を積極的に実施する。 
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６ 健康危機管理部門 

 

（1） 基本方針 

� 新型インフルエンザの発生など健康危機時に、関係機関と連携しながら、適切
に対応できる院内体制を構築する。 

� 第二種感染症指定医療機関として、二類感染症、新型インフルエンザ等感染症
患者への医療を提供する。 

� 健康危機に対応する訓練等を実施する。 
� 陰圧の病室や診察室等必要な設備を整備する。 
� 結核病床においては、排菌患者の手術や合併症対応を中心とする結核医療を提
供する。 

 

（2） 機能 

① 主な指定等 

� 第二種感染症指定医療機関（感染症病床６床） 
� 新型インフルエンザ初期対応医療機関 
� 新型インフルエンザ協力医療機関 
� 結核病床７床 

 

② 感染対策 

� 一般患者との動線を明確に分離するとともに、陰圧の診察室等を設置し、よ
り確実な感染防止策を講じる。 

� 感染防止のため、空気の清浄度による清潔・不潔区域を設定し、各室の空気
圧差の制御や換気を適正に行うなど、適切な空調管理を行う。 

� 感染症病床を含む混合病棟を必要に応じて区画できるようにするなど、健康
危機時への対応を検討する。 

 

（3） 運営 

� 感染対策や業務の標準化・統一化を図るため、責任者を配置し、組織横断的な
対策を講じる。 

� 患者発生及び感染の拡大によるパンデミックまでを想定した新型インフルエン
ザ対策等の訓練を行政機関と協力しながら実施する。 

� 訓練を通じ、マニュアルの検証及び関係機関とのさらなる連携強化を図り、新
型インフルエンザ等の発生に備える。 
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（4） 配置等 

� 感染症病床及び結核病床は、一般病床との混合病棟とするが、病棟内での区画
を適切に分ける。 

� ＥＲ部門にある感染症専用陰圧診察室等からの専用エレベーターによる動線を
確保する。 
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７ 集中治療部門 

 

（1） 基本方針 

� 重症患者に対する集中的な治療とケアを行うにふさわしい体制、施設を整備す
る。 

� 各部門と連携を図り、高度・専門的な医療機能を安定的に提供する。 
� 院内感染の防止に配慮する。 

 

（2） 機能 

� 集中治療部門の病床構成は次のような機能とする。  
� ＩＣＵ（６床）、ＨＣＵ（４床）、ＳＣＵ（３床） 
� 集中治療部門は、患者のプライバシーと看護効率の両面に配慮したレイアウト
及び構造等とする。 

� 集中治療部門は多床室を基本とし、ＩＣＵのうち１床は個室（陰陽圧対応）と
する。 

� 将来的に拡張できるスペースを確保する。 
� 手術部門に隣接して麻酔回復用のリカバリールームを設置する。  

 

（3） 運営 

� 入退出基準を作成し、救急及び術後患者の受け入れ等について、効率的な運用
を図る。 

� 緊急性のある検査は集中治療部門内で行う。 
� 集中治療部門内の撮影はポータブル撮影装置により行う。 
� 患者の栄養摂取や診療支援については、薬剤部門や臨床工学部門と連携を図る。 

 

（4） 配置等 

� 集中治療部門は手術室と同一フロアで隣接して配置し、術後患者の動線を短縮
する。また、ＥＲ部門との連携にも配慮した配置とする。  
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８ 手術部門 

 

（1） 基本方針 

� 高度医療に対応した施設、設備と体制を確保し、今後増加が予想される日帰り
手術にも対応できるように関連諸室を整備する。 

� 動線計画、空調管理、手術設備等について清潔管理等に十分留意し、院内感染
防止や手術の安全性確保を図る。 

� 手術部門はＥＲ部門からの動線に配慮し、緊急手術にも対応できるようにする。 
� 的確なスケジュール管理のもと効率的な手術室の運用を図る。 

 

（2） 機能 

① 手術室 

� 手術室６室程度及び外来手術室１室を配置する。 
� スタッフや大型機材が移動・運搬できる広さを確保する。 

 

② リカバリールーム 

� 術後リカバリールーム（日帰り手術を含む）を設置する。 
 

③ 日帰り手術 

� 日帰り手術を積極的に実施する。 
 

（3） 運営 

① 手術室の運用 

� 手術室の使用時間は、緊急手術の場合を除いて、８:３０～２０：００とする。 
� 手術室の利用は、基本的に曜日ごとに使用する科を定めるが、外来診療体制
を考慮する。 

� 各手術室の運用については、各科の手術件数等に応じ業務効率が最も高くな
る最適な運用を図る。 

 

② 検査 

� 必要な検査機器を配置するとともに、検体検査室、病理検査室への動線は業
務効率を考慮し、安全・迅速に行える配置とする。 

 

③ 滅菌 

� 手術器具のセット化を継続し、緊急時の少量の器材を滅菌できる緊急滅菌設
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備を設ける。 

 

④ 放射線設備 

� ポータブルのＸ線撮影装置、外科用イメージを整備し、撮影は原則として放
射線技師が行う。 

 

（4） 配置等 

� 手術部門とＥＲ部門との患者搬送動線に配慮する。 
� 手術部門と集中治療部門は隣接させ、術後の患者搬送が迅速に行える配置とす
る。 

� 手術部門と各病棟とは、患者用エレベーターで結ぶなど、搬送動線に配慮する。 
� 手術部門と中央材料部門は隣接配置し、供給・回収動線を最短にする。 
� 将来の手術増に対応できるスペースを確保する。 
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９ 中央材料部門 

 

（1） 基本方針 

� 院内で使用する滅菌物、手術・処置の機器類の適切な管理を行う。 
� 適切な滅菌機器を整備するとともに、器材等の管理方法を整備し、業務の効率
化を図る。 

� 厳密な清汚管理を行い、院内感染を防止する。 
 

（2） 機能 

① 対象物品 

� 手術室、病棟、外来等の院内で使用する滅菌器材について、一次洗浄から消
毒・セット組み立て・滅菌・払い出し業務まで一元化して行う。 

 

② 手術器材 

� 手術部門への供給方法はコンテナ（セット方式）を採用し、術式ごとのセッ
ト化を行う。 

� 器材の供給・回収は適切な院内感染防止対策を講じる。 
 

（3） 運営 

① 器材の供給・回収 

� 手術部門に供給するコンテナ等は中央材料部門から手術部門に供給する。 
� 使用済みの器材は、原則として一次処理なしで中央材料部門が手術部門から
回収する。 

� 病棟・外来・中央診療部門への滅菌物の供給・回収は、定期の定数配置方式
で行う。 

 

② 洗浄・滅菌 

� 器材の洗浄は、洗浄ラックに整理してウォッシャーディスインフェクターで
行い、オートクレーブ等で滅菌する。 

 

③ 緊急時の対応 

� 手術室の緊急時の滅菌は、手術部門の緊急滅菌コーナーで必要最小限の器材
を滅菌する。 
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（4） 配置等 

� 中央材料部門と手術部門は隣接配置し、供給・回収動線を最短にする。 
� 清汚管理のため、中央材料部門と手術部門は清潔・不潔専用の動線を確保する。 
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１０ 病理・検査部門 

 

（1） 基本方針 

� 正確で迅速な検査結果の提供を目指す。 
� 患者と接点がある場所においてはプライバシーに配慮するとともに、緊張や不
安を与えることなく常に患者の立場にたった環境づくりを目指す。 

� ２４時間３６５日の検査体制により、緊急性のある検査や輸血に迅速に対応す
る。 

� 院内検査と委託検査のバランスの最適化を図り、業務の効率化とコスト管理を
行う。また、各種検査に使用する試薬・診療材料等を最適化し、在庫管理の徹

底によりコスト低減を図る。 

 

（2） 機能 

① 検体検査 

� 一般、生化学・血清、血液、輸血の各検査機能を、可能な限り同じフロアに
集約して配置し、業務の効率化を図るとともに、必要な検査データがいつで

も即時に報告できるように外注検査を含め、一元的に管理する。 

 

② 輸血検査 

� 血液製剤・アルブミン製剤の発注・保管・出庫、移植関連検査、輸血検査等、
全てを２４時間３６５日、臨床検査部のスタッフが一元管理する。 

� 輸血の安全体制を重視し、輸血検査データはコンピュータ管理により厳重な
照合を行う。 

 

③ 細菌（微生物）検査 

� 感染症の原因となっている細菌の種類や、原因となる菌に有効な抗生物質を
調べるとともに、感染症情報を院内に提供し、院内感染対策に役立たせる。 

 

④ 生理検査 

� 心電図・呼吸機能・超音波・脳波などの生理機能検査を実施し、検査結果を
電子カルテに反映させる。 

 

⑤ 病理検査 

� 手術室に隣接して配置し、手術中の病理検査について、正確、迅速な病理診
断を行うとともに、患者への結果報告や相談に対応する。 
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（3） 運営 

① 採血・採尿 

� 外来患者の採血・採尿は、中央採血・点滴室の採血コーナー、採尿コーナー
で行い、入院患者の採血は病棟で行う。 

� 中央採血・点滴室の採血コーナー、採尿コーナーにおける検体採取は、臨床
検査技師及び外来看護師が行う。 

 

② 検査の報告 

� 電子カルテ化に伴い、可能な限り、検査結果をはじめとする画像情報、病理
診断・所見などが参照できるシステムを構築し、迅速報告に努める。 

 

③ 緊急検査 

� ２４時間３６５日体制で緊急検査に対応する。 
 

④ 検体の搬送 

� ＥＲ、中央採血・点滴室の採血コーナー、採尿コーナー、病棟などからの検
体の搬送について、時間外や緊急時も含め、迅速で効果的なシステムの構築

に努める。特に、ＥＲとの間における検体搬送用システムの設置を検討する。 

 

（4） 配置等 

� 検体検査室（一般・血液・生化学・輸血）は集約し、可能な限り同じフロアに
配置する。 

� 中央採血・点滴室の採血コーナー、採尿コーナーと検体検査室との検体搬送が
迅速に行える配置とする。 

� 輸血部門は、ＥＲ部門との連携に配慮する。 
� 手術室、病理検査室は同じフロアに配置する。 
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１１ 放射線部門 

 

（1） 基本方針 

� 患者にやさしい検査を実施するとともに、画像診断技術の向上を図る。 
� 高度医療に対応し、ＥＲ部門、集中治療部門との間において、効率的な動線の
確保を図る。 

� ＰＡＣＳ（医用画像情報システム）により、画像のデジタル保管を行うととも
に、電子カルテでの参照画像の閲覧を可能とし画像情報の電子化を推進する。 

� 高度医療機器の将来的な導入や更新等が容易にできる設備、構造、レイアウト
に配慮するとともに、業務の効率化を図るため、放射線部門は集約して配置す

る。 

� 地域医療連携の推進のため、かかりつけ医の要請に応じ医療機器の共同利用を
進める。 

 

（2） 機能 

放射線診断、核医学診断等については、次の機能を整備する。 

① 放射線診断等 

� 一般撮影装置、Ｘ線ＴＶ装置、マンモグラフィー撮影装置、血管造影装置、
ＭＲＩ、ＣＴ、骨密度撮影装置 

 

② 核医学診断 

� ＳＰＥＣＴ（ガンマカメラ） 
 

③ 内視鏡部門 

� Ｘ線ＴＶ装置 
 

④ 手術部門 

� 外科用ポータブル撮影装置、外科用イメージ 
 

⑤ 病棟 

� ポータブル撮影装置 
 

⑥ ER部門 

� ポータブル撮影装置 
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（3） 運営 

① 検査体制 

� 検査受付を集約し、患者にとって分かりやすく効率的な体制とする。 
� 血管造影検査、ＣＴ、ＭＲＩ検査は予約制を基本とするが、緊急症例には即
時対応できるようにする。 

� 放射線科医師と各診療科が協力してカンファレンスを実施し、画像診断の精
度向上を図る。 

� ２４時間３６５日体制で緊急検査に対応する。 
 

② 読影 

� 読影室を設置し、放射線科医師による読影を行う。 
 

③ 画像参照・結果報告 

� 電子カルテ上で画像情報と医師の所見を参照可能とするため、ＰＡＣＳ（医
用画像情報システム）により放射線部門の全ての画像情報はデジタル保存と

し、迅速な情報伝達を実施する。 

 

（4） 配置等 

� 放射線部門を集約し、ＥＲ部門に隣接して配置する。また、集中治療部門との
動線に配慮する。 

� 放射線部門と内視鏡部門を隣接させ、効率的な動線を確保する。 
� 外来患者の放射線部門までの動線がわかりやすく、短距離となるように配慮す
る。 

� 高度医療機器の将来的な導入や更新等が容易にできるスペースを確保する。 
� 結石破砕装置は泌尿器科外来に設置する。 
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１２ 内視鏡部門 

 

（1） 基本方針 

� 内視鏡的治療の技術革新により、より高度な治療に対応するとともに安全で患
者に負担の少ない検査の実施を目指す。 

� 感染症対策として、全検査ごとの洗浄、高レベル消毒を徹底させる。 
� 患者のプライバシーに配慮するとともに、職員が効率的に業務を行えるような
動線計画を考慮する。 

� 内視鏡の画像情報はデジタル保存で一元管理し、診療をはじめ研修・教育等に
活用する。 

 

（2） 機能 

� 消化管内視鏡（食道・胃・十二指腸・大腸・小腸）装置、超音波内視鏡装置な
どを設置し、内視鏡検査を行うとともに、各種治療を実施する。 

 

（3） 運営 

① 検査・治療体制 

� 患者にとって分かりやすく効率的な受付体制とするため、検査の受付及び機
能を集約する。 

 

② 画像の保管・参照 

� 内視鏡画像については、画像サーバーで一括管理し、画像情報を参照できる
ようにシステムを構築する。 

 

③ 機器管理 

� 内視鏡洗浄室を整備し、内視鏡機器等の洗浄消毒、保守点検、整備、物品等
の維持管理は内視鏡部門で行う。 

 

（4） 配置等 

� 内視鏡部門と放射線部門のＸ線ＴＶ室は隣接させ、効率的な動線を確保する。 
� 救急における内視鏡検査を考慮し、ＥＲ部門と隣接させる。 
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１３ リハビリテーション部門 

 

（1） 基本方針 

� 整形疾患と脳血管疾患を中心とした入院患者の急性期リハビリテーションを提
供する。 

� 超急性期リハビリテーションは肺炎予防と早期離床を目指し、病室リハビリテ
ーションを短時間頻回に行う。 

� 回復期・維持期のリハビリテーションについては、地域の医療機関や施設との
連携を進めることにより対応する。 

 

（2） 機能 

運動器、脳血管疾患等、呼吸器などの急性期リハビリテーションを行う。 

 

（3） 運営 

① 診察 

� リハビリテーション部門内に併設した診察室を設ける。 
 

② 治療、訓練 

� 専門分野として、理学療法・作業療法・言語聴覚療法等に分かれ、互いに連
携をとりながら医師を中心としたチーム医療を実践する。 

� 超急性期から病室リハビリテーションを開始し、早期回復・早期離床を図る。 
 

③ その他 

� 医師を中心に、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護師等が評価し、
立案したリハビリテーション計画に基づき実施する。 

 

（4） 配置等 

� 理学療法室・作業療法室・言語聴覚療法室を同じフロアとし、患者の動線に配
慮する。 
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１４ 薬剤部門 

 

（1） 基本方針 

多職種によるチーム医療の一員として、医薬品の適正使用を通じて患者の薬物

治療への参画、患者の安全性の確保、ＱＯＬの向上に貢献するよう努める。 

� 薬剤業務の効率的な運営と患者サービスの充実を図る。 
� ＤＰＣ導入に伴う後発医薬品の選定と導入を推進する。 
� 薬剤管理指導業務を積極的に行うとともに、外来化学療法に積極的に関わり  
を持つ。 

� 医薬品を安全で効果的に使用するため、管理と情報提供の充実を図る。 
� 院内における在庫を随時見直し、在庫の適正化を図る。 
� ２４時間３６５日体制で、調剤や薬品管理を行うことができるようにする。 

 

（2） 機能 

① 外来調剤 

� 外来調剤は、原則として院外処方とするが、救急患者や一部外来処方に対応
できるようにする。夜間休日の対応は院内処方のほか、可能な範囲で院外処

方も併用する。 

� がん化学療法に対する抗がん剤の混注業務は、専任の薬剤師が外来治療セン
ターに併設した無菌調剤室で実施する。 

� 服薬指導・相談の充実を図る。 
 

② 入院調剤 

� 入院処方薬は定期・臨時を含め、分包化の充実を継続する。 
� 注射薬自動調剤システム（ピッキングマシン）により入院患者１人分ずつの
セット化を行う。 

� 病棟にサテライトファーマシーを設置し、混注業務と定数配置薬の管理に利
用する。 

� 病棟の薬剤に関しては担当薬剤師が責任を持ち管理する。 
 

③ 化学療法薬剤の調製 

� ミキシングルーム（クリーンベンチ含む）、安全キャビネット等の設備を備え、
抗がん剤等の調製を行う。また、抗がん剤の作用や投与スケジュール、副作

用に関して説明を行う。 
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④ 製剤業務 

� 治療上有効で必要ではあるが、採算面から市販されていないものや特殊な薬
（安定性が悪く用事調製が必要なものなど）は、医師からの特殊製剤依頼書

により、あらかじめ院内委員会で審議・承認後、製剤・供給を行う。 

� 滅菌製剤、一般製剤、散剤、軟膏 
 

⑤ ＴＤＭ・解析業務 

� 服薬指導業務の一環として、特定薬剤治療管理（薬物血中濃度モニタリング：
ＴＤＭ）に積極的に関わり、その結果や臨床所見から用法・用量を調節して

いく。 

 

⑥ 医薬品情報管理業務 

� 医薬品情報管理（ＤＩ）室を整備し、適正使用の為に必要な医薬品情報を収
集・整理・評価・保管・提供する体制を整備する。 

 

⑦ 薬剤管理指導業務 

� 医師及び看護部門の理解と協力のもとに、服薬指導を積極的に行う。また、
持参薬の管理も行う。 

 

⑧ 治験管理 

� 治験管理室を薬剤部門に設置し、医薬品の開発に係わる治験業務が安全かつ
適切に行われるように、ＣＲＣ（治験コーディネーター）業務、治験薬の管

理、関係資料の作成・管理等の業務の充実を図る。 

 

（3） 配置等 

� ＥＲ部門への薬品の供給を考慮し、隣接させる。 
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１５ 栄養部門 

 

（1） 基本方針 

� 入院患者の治療の一環として、患者ニーズの多様化に対応しつつ、安全で治療
に役立つ食事を提供する。 

� 患者への個別対応を充実するとともに、信頼される栄養・食事の相談及び指導
を行う。 

� 入院患者の栄養状態を把握・改善し、治療の効果を高めるため、ＮＳＴ（栄養
サポートチーム）活動の充実を図る。 

 

（2） 機能 

① 食事提供 

ア 食事 

� 保温・保冷配膳車を導入し、適時適温給食を実施する。 
� 配膳方式は中央配膳方式とし、専用エレベーターを設け、下膳は下膳車で
対応する。 

� 厨房はＨＡＣＣＰ（危害分析重要管理点）に基づき、衛生環境の充実を図
る。 

� 選択メニューの充実を図り、週３回以上実施する。 
� 特別メニュー、行事食等を実施する。 
� 各病棟に病棟食堂（デイルーム）を設けるとともに、患者のアメニティー
を考慮する。 

 

イ 調理方式 

� 調理方式は、院内クックチルシステムの導入を検討する。 
 

ウ 配膳方式 

� デイルームでの食事提供を基本とするが、デイルームで食事がとれない患
者には、病棟スタッフが患者のベッドサイドまで食事を配る。 

 

② 栄養管理・指導 

� 入院患者への栄養管理は、管理栄養士が中心に行う。 
� 低栄養の入院患者の栄養管理は、医師、看護師、管理栄養士、薬剤師、言語
聴覚士などで構成するＮＳＴ（栄養サポートチーム）を編成して行う。 

� 個別栄養食事指導および集団栄養食事指導は、それぞれの疾患に応じた指導
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を実施する。 

� 地域連携をより一層図るため、栄養セミナーを開催する。 
 

（3） 配置等 

� 調理室はドライシステムとし、衛生管理に配慮するとともに、物品・食材等の
搬入や各病棟への配膳・下膳の動線を考慮した配置とする。 
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１６ 健診部門 

 

（1） 基本方針 

� 医師、保健師、看護師、管理栄養士、理学療法士のスタッフがＩＴ機器を活用
し、｢健診｣から｢情報提供｣､「動機付け支援」、「積極的支援」までを幅広くかつ

綿密に行う。 

� 院内における運動指導のみならず､公的機関との連携により、高度な運動支援も
可能とする。 

� 一般診療部門と区別した健診部門において、特定健診と特定保健指導を行うこ
ととする。 

� 受診率の向上や健診の質の向上を図り、市民の健康増進、生活の質の向上、国
民医療費の適正化に貢献する。 

 

（2） 機能 

① 健診内容 

� 日帰りドック、一泊二日ドック、脳ドック、企業検診等を実施する。また、
がん検診、特定健康診査、特定保健指導等にも対応する。 

 

② 健診機能 

� 健診部門では、身体測定、血圧、採血・採尿などを実施し、その他の検査は、
検査部門や放射線部門、内視鏡部門などで実施する。 

 

（3） 運営 

① 受付 

� 専用受付を設け、待合室を設置する。 
� 予約管理を一元化し、運用の効率化を図る。 

 

② 検査 

� 採血コーナー、採尿室を設置し、採取した検体（尿、血液）は検査部門に搬
送して検査を行う。 

 

③ 診察 

� 健診部門の診察室で健診担当医師が行う。 
� 婦人科検診は、外来の婦人科診察室で行う。 
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④ 教育・指導 

� 結果説明、健康相談指導は専用の相談室で実施する。 
� 栄養指導や生活指導が必要な場合は、管理栄養士などが行う。 

 

（4） 健診システム 

� 電子カルテ、医事会計システム、オーダリングシステムとの接続を前提に受診
者情報および検査データ等の取り込み、結果報告書の自動作成等が行えるシス

テムを導入し他部門との連携を図る。 

 

（5） 配置等 

� 外来部門と隣接させた場所に専用のスペースを設ける。 
� 放射線部門、検査部門等との動線に配慮する。 
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１７ 臨床工学部門 

 

（1） 基本方針 

� 院内で使用する医療機器を臨床工学部門で中央管理し、保守点検・保管・貸出
を行うことにより、医療機器の安全性の確保と、保守管理の効率的な運用を図

る。 

� 医療機器の保守管理のほか、生命維持管理装置の操作など、臨床工学技士の特
性を活かした業務を行う。 

� 新しい医療機器の技術や導入機器を院内に周知させるとともに、職員への操作
訓練教育等を行う。 

 

（2） 機能 

① 医療機器の管理 

� 臨床工学部門では、保管の機器及び院内各部署で使用する全ての医療機器を
保守管理の対象とする。また、医療機器管理台帳での貸出管理、所在管理な

どを継続して行う。 

� 保守点検修理等のマニュアルに基づいて、迅速な対応を図る。 
 

② 医療機器に関する教育・研修 

� 人工呼吸器、血液浄化装置、補助循環装置などに加え、全部門における全医
療機器について定期的に研修を実施する。 

 

③ 臨床技術の提供 

� 臨床工学技士の特性を活かし、人工呼吸器、補助循環装置等の操作支援を行
う。 

 

（3） 運営 

① 貸し出しの管理方法等 

� 効率的な貸出管理を行うため、無人の貸出システムを採用する。 
� 全ての医療機器は、総務課（用度・経理担当）と共用のシステムで管理等を
行う。 

 

（4） 配置等 

� 臨床工学室は緊急時等に迅速に対応するために、手術部門、集中治療部門、血
管造影室、ＥＲ、病棟への動線に配慮するとともに、院内の各部署からアクセ

スしやすい配置とする。 
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１８ 医療サービス部門 

 

（1） 基本方針 

① 地域医療連携 

� 急性期から回復期、維持期に至るまで、切れ目のないサービスを提供する体
制づくりに貢献するため、ひとつの医療機関として、他の医療機関やかかり

つけ医、介護施設等との連携を推進する。 

� 患者の紹介・逆紹介を推進するとともに、疾患別の地域連携クリティカルパ
スの普及に努める。 

� かかりつけ医等に対する在宅医療に関する支援（急性増悪時の受け入れ、情
報提供等）、開放病床の設置、医療機器の共同利用、医療関係者の研修など地

域医療を支援する役割を担うものとし、地域医療支援病院の指定を目指す。 

 

② 医療相談等 

� 外来患者、入院患者、患者家族に対して、治療を続けていく上で生じる様々
な問題に係る相談に応じるとともに、患者の社会復帰に関する総合的な情報

の提供を行うなど、患者サービスの一層の充実を図る。 

 

③ 入退院管理 

� 安心して入院でき、信頼される病院づくりを念頭に、効率的かつ円滑な病床
管理を目指す。このため、病床を一元的に管理する体制を整備する。 

 

（2） 地域医療連携担当 

① 業務内容 

� 紹介患者の診療予約（初診）、及び検査等の予約 
� ＣＴ・ＭＲＩの受託契約の受付 
� 開放病床登録医事務 
� 紹介の初診患者の診察券事前発行、専用窓口での来院時の受付対応 
� 退院支援 
� 地域医師会、地域医療従事者との交流窓口 
� 統計事務 等 

 

② 運営 

� 紹介患者専用の受付窓口にて受付対応を行う。また、事前に診療予約や一部
検査予約、診察券の発行等を行い、紹介患者の利便性の向上を図る。 
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� 地域の医療機関や院内の担当医師との連絡調整を図り、退院支援を迅速に行
うとともに、地域連携クリティカルパスの普及を積極的に推進する。 

� 患者紹介・逆紹介に係る情報を収集・分析し、医療従事者に適切な情報を提
供する。 

� 連携先の医療機関に対し、当院の機能や診療体制、手術件数、症例数など、
有益な情報を積極的に提供する。 

� 登録医や紹介元のかかりつけ医と当院医師による症例検討会などを企画し、
開催する。 

 

③ 情報化 

� オーダリングシステムと電子カルテの情報連携を前提に、予約の取得、予約
票の発行、紹介状の返書管理、礼書発行、入退院報告、紹介率・逆紹介率の

統計業務等を行う。また、医師による情報提供書を作成に対応する。 

 

（3） 医療相談担当 

① 業務内容 

社会福祉士を配置し、外来患者、入院患者、患者家族に対して、治療を続けて

いく上で生じる様々な問題（心理的・社会的悩みや医療費支払等の経済的な相談、

各種医療・福祉制度）に係る相談に応じる。 

 

（4） 入退院管理担当 

① 業務内容 

� 入院計画、退院計画に基づく入退院管理 
� 入院患者受付窓口業務  
� 入院に関する手続き、入院生活の説明 等 

 

② 運営 

ア 入院時及び退院時 

� 入院時、退院時の説明並びに手続きを行う。 
� 退院後も引き続き他の医療機関や自宅での療養が必要な患者のために、医
療・福祉機関との連絡調整を図り、退院患者の転院先の紹介をする。 

 

イ 病床管理 

� 病床を一元的に管理することにより、効率的かつ円滑な病床管理を目指す。 
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（5） 配置等 

� 紹介患者の受け入れや患者・家族、地域のかかりつけ医等の利便性を考慮し、
外来部門に隣接して配置する。また、紹介患者専用の受付を設ける。 
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１９ 管理運営部門 

 

（1） 医事 

① 医事 

ア 基本方針 

� 受付、会計等の医事業務を効率化するとともに、患者サービスの向上に努
める。 

� 正確で迅速な医療費の請求を行うことにより、健全経営に貢献する。 
 

イ 業務内容 

� 患者の受付（初診、再診） 
� 医療費の請求 等 

 

ウ 配置 

� 患者、職員の動線を最小化するため、医事の執務場所を一元化する。 
 

② 医療情報 

ア 基本方針 

� 電子カルテ及び各部門システムによる情報システムの充実により、業務の
効率化を図るとともに、個人情報保護の面からセキュリティーの確保を図

る。 

 

イ 業務内容 

� 院内情報処理システムの管理、運営、開発 
� コンピュータ関連機器の管理、運営 等 

 

ウ 配置 

� サーバー室に隣接して設置する。 
 

（2） 診療情報管理 

① 基本方針 

� 1患者１ＩＤで診療記録を永年保存し、管理の徹底とともに迅速に提供できる
体制を構築する。 

� 診療情報開示体制を整備し、市個人情報保護条例に則り対応する。 
� 診療記録に基づき構築されたデータベースを活用し、臨床評価指標や病院経
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営に役立つ分析結果を報告する。 

 

② 業務内容 

� 診療録の編纂業務、診療情報管理システムの入力業務、診療録の管理、診療
録開示に係る業務、各種医療統計業務 等 

 

③ 配置 

� 医事と隣接するとともに、医療サービス部門と近接させる。 
 

（3） 経営企画 

① 基本方針 

� 健全な経営を継続するため、情報システムで集約されるデータを活用し、経
営計画の立案を目指す。 

 

② 業務内容 

� 収集した経営情報についての分析・評価を行い、経営分析を行う。 
� 将来を見据えた体制整備、医療機器の導入、施設整備など病院の経営計画を
立案する。 

 

③ 配置 

� 経営企画と総務を隣接させる。 
 

（4） 施設管理 

① 基本方針 

� 施設の安全性と快適性を確保することにより、患者に良質な医療環境を提供
するとともに、職員にとっても働きやすい職場環境を提供する。 

 

② 業務内容 

� 保守管理及び営繕 
� 施設関連業務委託の管理 
� 保安、警備及び防災の管理 
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２０ 医療安全部門 

 

（1） 基本方針 

� 医療の安全性を保つことが出来る施設・設備を整備する。 
� 医療事故等を未然に防ぐことができる環境を確保する。 
� 院内研修や医療事故防止対策に積極的かつ組織的に取り組むことにより、医療
安全・医療事故防止・院内感染対策を推進する。 

 

（2） 機能 

� 医療安全管理者を設置し、医療安全管理委員会及び医療安全管理推進会議を主
催する。 

� 医療安全に関する職員への教育・研修、情報の収集と分析、対策の立案、事故
発生時の初動対応、再発防止策立案、発生予防および発生した事故の影響拡大

の防止等に努める。 

 

（3） 配置等 

� 医療安全部門は医療サービス部門に隣接させる。 
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２１ 教育・人材育成部門 

 

（1） 基本方針 

� 地域医療を担う医師等の安定的・継続的確保に貢献するため、岡山地域におい
て医師等の教育機関である岡山大学と共同して教育・人材育成の強化を図る。 

� 臨床研修指定病院及び各学会専門医等教育施設として、ＥＲを活用した医師の
臨床研修（初期・後期）を推進するとともに、地域の医療関係者に対する研修

事業を積極的に実施する。 

� 看護師、臨床検査技師、救急救命士等の研修生・実習生の受け入れを積極的に
行うとともに、医学生の卒前教育にも協力する。 

� 院内研修会の開催や、院外の学会・研修会への参加、報告や論文を通じ、院内
スタッフの教育・研修を積極的に進める。 

� 住民・患者に対する研修・講演会等の実施又は実施支援を行う。 
� 上記を実践するために、「教育研修センター」を設置する。 

 

（2） 機能 

① 対象研修等 

ア 院外対象 

� 岡山大学の初期臨床研修医の受け入れ 
� 医学生の卒前教育 
� 地域医療関係者研修 
� 薬剤師・看護師・臨床検査技師・救急救命士等の実習・研修 
� 市民・患者に対する研修・講演会等 

 

イ 院内職員対象 

� 医師臨床研修（初期・後期・専門医） 
� 看護部（新人・経験者）研修 
� 医療技術スタッフ研修 
� 事務職及び非常勤職員研修 
� 院内研究発表会・勉強会 

 

② 業務内容 

教育研修センターとして組織化し、次の業務を行う。 

� 院内外の教育実施担当部署との調整 
� 研修医・実習生への説明会の支援 



 

59 

� 院内研修活動の情報収集及び情報の一元管理 
� 教育実施部署と調整し、年間での教育・研修計画の策定 
� 専門資格取得のための教育・研修機会の提供（情報提供含む） 
� 医学教育用・看護教育用機材等の整備及び管理 
� 研修室・講義室・会議室の手配や準備 
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２２ 福利厚生部門 

 

（1） 基本方針 

� 各部門の業務遂行に配慮し、働きやすい環境整備に努める。 
� 会議室、当直室、スタッフルーム等の十分な確保に努め、プライバシーの確保
やセキュリティー対策に配慮する。 

 

（2） 機能 

① 会議室 

� 会議室は、フレキシブルに対応できる構造とするとともに、会議に必要な映
像機器等を整備する。また、必要に応じ電子カルテの情報コンセント等を整

備する。 

 

② 更衣室 

� 職員、委託業者、実習生等の更衣室は、男女別に整備するとともに、セキュ
リティー対策を万全とする。 

 

③ 当直室 

� 当直室は、男女別に個室で整備するとともに、セキュリティー対策を万全と
する。 

 

④ 医局 

� 同一フロアに配置し、大部屋を基本とする。 
� 作業やディスカッション用スペースを設ける。 
� 研修医専用・実習生専用部屋を設置する。 

 

⑤ 院内保育 

� 院内保育（事業所内保育施設（認可外））を実施するものとし、必要な施設を
整備する。 

 

⑥ 図書室（院内） 

� 医局から近い場所に設置し、入室セキュリティーを強化する。 
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２３ 利便施設部門 

 

（1） 基本方針 

� 各種利便サービスを提供し、患者、来院者、職員が院内で快適に過ごせる環境
づくりに努める。 

� 特に入院患者については、必要な物・サービスが院内で調達・利用できるよう
配慮する。 

 

（2） 機能 

� 売店（コンビニエンスストア方式）、コーヒーショップ、一般用レストラン、職
員用食堂、ＡＴＭ、自動販売機、コインランドリー、公衆電話、コインロッカ

ー等を設置する。 

� 駐車場（障害者用含む）、タクシープール、駐輪場等を整備する。 
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２４ 物品管理部門 

 

（1） 基本方針 

� 院内で使用される物品（医薬品、診療材料等）の購買、管理、搬送、消費まで
の流れを一元的に管理する物品管理システムを構築し、医療の安全性を確保す

るとともに、正確で迅速な供給及び在庫の適正化を図る。 

� 物品等の搬送や保管の効率化を図ることにより、各部門の業務効率の向上に寄
与する。 

� 物品の標準化や診療報酬請求漏れ防止等により、健全経営に寄与する。 
� ＥＲ等における緊急時の検体、輸血液等の搬送を迅速に行うことができる仕組
みを整備する。 

� 災害用備蓄品の管理を適切に行い、大規模災害発生時に必要部門へ的確な供給
ができる仕組みを整備する。 

 

（2） 機能・運用 

① 医薬品、診療材料・消耗品等 

� 診療材料・消耗品等は中央倉庫で一元管理し、医薬品は薬剤部門の薬品庫等
で一元管理する。 

� 物品管理情報システムにより、物品管理の効率化、情報の集約化を図るとと
もに、データを各種統計分析等に活用する。 

� 医薬品、診療材料・消耗品等の管理は、次の方針によるもととし、運用につ
いては、今後、病院施設設計等を踏まえて適切な方法を検討する。 

 

ア 購買管理・在庫管理 

� 物品の使用期限の管理を適切に行うことで、品質を確保する。 
� 不良在庫を縮減し、在庫量の適正化を図る。 
� 購買管理情報を一元化し、同種同効果品の標準化を進め、在庫点数の圧縮
を図る。 

 

イ 供給管理 

� 使用部門ごとに使用品目の適切な在庫量を設定する定数管理を必要に応じ
て行う。また、定数の定期的な見直しを実施する。 

� 院内における搬送用カート、物品棚等の共通化を図る。 
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ウ 搬送管理 

� 搬送は人手搬送を基本とする。臨時・緊急での搬送が見込まれる物品は、
緊急性、搬送物の種類、使用部門等を勘案しながら、機械搬送の導入等を

検討する。 

� 動線の短縮（部門間隣接・近接含む）、専用エレベーター設置など専用動線
の確保、動線の単純化を図り、搬送時間を圧縮することにより、物品管理

業務の効率化を図る。 

� 職員及び患者や来院者との動線分離、清潔・不潔物品の動線分離、供給と
回収の動線分離について、時間帯による分離を含め配慮する。 

 

エ 消費管理 

� 医療の安全性を確保するため、物品の取り違えなどの防止対策を徹底する。 
� 物品管理情報システムと医事会計システムを連携させ、特定保険医療材料
の診療報酬請求漏れが防止できる仕組み等を導入する。 

� 特定保険医療材料や医薬品の消費実施入力による使用時点管理が行える仕
組みを構築するとともに、データを患者別原価計算等に活用する。 

 

② その他物品等 

� その他物品等の運用については、今後、病院施設設計等を踏まえて適切な方
法を検討する。 

� 搬送管理については、前項の方針に準ずるものとし、特にＥＲ等における検
体、輸血液等の緊急搬送について配慮する。 

 

（3） 配置等 

� 中央倉庫、薬剤部門（薬品庫）、栄養部門は搬入口との動線に配慮するとともに、
専用エレベーターを設置する。 

� 大量の物品を消費する病棟部門、手術部門との動線に配慮する。 
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２５ 医療機器整備方針 

 

(1) 部門別基本計画に沿った医療機器整備 

部門別基本計画に基づき、将来の医療環境・医療需要の変化等を考慮し、必要

性を勘案しながら整備すべき医療機器を検討する。開院後も状況に応じて機器の

増設が可能になるようにスペースの確保をしておく。 

 

(2) 機器適正台数の検討、仕様の標準化 

機器整備・機種選定においては、部門間での共同利用が可能な機器は、機器の

稼働率向上を前提として機器の適正配置を考慮する。また、今後は、仕様・操作

性等を考慮し、仕様の標準化に関しても検討する。 

 

(3) 現行機器の有効利用 

現有する医療機器の使用状況や耐用年数等を考慮し、新病院でも使用可能な機

器については新病院に移設することを前提として無駄のない整備計画を進める。 

 

(4) 購入時期の平準化 

大型医療機器の購入については、市内の他の施設での保有状況や費用対効果等

を考慮し総合的に判断する。また、新病院が開院する前後においても、整備すべ

き機器については、年度の整備予算に合わせて計画的に調達し、機器購入時期の

平準化に努める。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 保健・医療・福祉連携部門基本計画 
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III 保健・医療・福祉連携部門基本計画 

 

１ 基本方針 

市民が安心していきいきと暮らせる岡山型福祉を実現するため、予防、診療から

介護まで切れ目のないサービスを受けられる仕組みづくりを推進します。 

 

２ 機能 

保健・医療・福祉分野については、 

① 制度が複雑であるとともに相談窓口が多岐に分かれており、市民がどこに相

談したらよいかわかりにくい 

② 病院や福祉施設など各サービス提供機関の情報が十分共有されていない 

③ 急性期医療から回復期医療、医療から介護等、状況が変わる際に、支援の内

容・制度も変わり、保健・医療・福祉関係者(*1)間で必ずしも十分な連携が図

られていない 

などの状況がある。 

このため、市民に必要な情報を分かりやすく提供するとともに、保健・医療・福

祉関係者間での情報共有が可能となるよう、総合相談・情報提供及び総合調整機能

を担う。 

 

[再掲] 

予防
・生活習慣改善
・再発予防治療

急性期
・救急医療（早期診断・初期治療）
・専門的治療（急性期リハビリ含む）

回復期
・身体等機能回復ﾘﾊﾋﾞﾘ
・再発予防治療等

維持期
・生活機能維持向上ﾘﾊﾋﾞﾘ
・再発予防治療等

回復期リハ病院等 介護施設等

かかりつけ医（在宅）

医療の流れのイメージ（脳卒中を例として）

急性期病院
保健所

健診医療機関

ネットワーク強化（切れ目のないサービスの提供等）

連携
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（1） 総合相談・情報提供（（仮称）保健・医療・福祉連携ネットワークセンター） 

� 市民及び保健・医療・福祉関係者に対して、健康増進、急性期医療から回復期
医療及び医療から介護への移行等、予防、診療から介護までの幅広い分野の相

談を受け付ける。 

� 相談者の状況やニーズに応じて、最も適切な窓口を案内する。 
� 疾病予防や介護予防など、予防に関する情報を提供する。 
� 研修会・講習会の情報、医療・福祉施設や各種サービス等の情報（例えば、往
診できる診療所の情報、保健・医療・福祉関係機関(*2)で対応可能な医療行為の

情報等）を提供する。 

 

（2） 総合調整 

① 保健・医療・福祉関係者間の顔の見える関係づくり（ひとづくり） 

� 保健・医療・福祉関係者の連携には信頼関係の構築が不可欠なことから、関
係者に対する研修会、意見交換会を開催するなど、関係者間の顔の見える関

係づくりを行う。 

� 関係者間の連携を支援するマニュアルや連携事例集の作成に向けて取り組む。 
� 保健福祉ネットワーク協議会(*3)での対応事例について、情報交換会を開催す
るなど、情報共有を図るための支援を行う。 

 

② 連携体制の構築への支援（しくみづくり） 

� 地域連携を進めるクリティカルパス等に関する保健・医療・福祉関係者に対
し、他地域での事例紹介や協議の場を提供するなど、情報交換できる環境を

整える。 

� 連携体制の構築に向けて、保健・医療・福祉関係機関や保健・医療・福祉関
係団体(*4)と協議・検討を行う。 

 

３ 運営 

� 「総合相談・情報提供」機能は、市民が利用しやすい配置とする。 
� 「総合相談・情報提供」機能は、保健・医療・福祉分野の幅広い相談に対応で
きる体制を整えるため、専門的知識を有する案内人（コンシェルジュ）を             

３６５日配置する。また、ＩＣＴを活用した情報提供等も検討する。 

 

※ 機能の内容や実施体制については、更に検討を行う。 
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＊１ 保健・医療・福祉関係者 

医療機関の地域連携担当者や福祉施設のケアマネージャー等、保健・医療・福祉のサー

ビス提供に関わっている関係者 

＊２ 保健・医療・福祉関係機関 

医療機関、福祉施設、介護事業者等、保健・医療・福祉のサービス提供に関わっている

機関 

＊３ 保健福祉ネットワーク協議会 

市内６福祉区の福祉事務所、保健センター、社会福祉協議会、地域包括支援センターで

構成される協議会 

＊４ 保健・医療・福祉関係団体 

保健・医療・福祉に関係する医師会等の団体 
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保健・医療・福祉連携機能のイメージ

・病院
・診療所
・福祉施設

・医師会等関係団体
・地域団体

・保健福祉ネットワーク協議会（６福祉区）
（福祉事務所、保健センター、社会福祉協議会、地域包括支援センター）

情報収集
情報提供

協議・検討

総合調整

体制：365日受付
　　　：案内人（コンシェルジュ）を配置
　　　：専門的知識、ICTを活用
　　　：分野は予防、診療から介護まで
　　　　（健康、回復期・維持期への移行期を含む）

総合相談・情報提供
（（仮称）保健・医療・福祉連携ネットワークセンター）

ひとづくり

しくみづくり

保健・医療・福祉関係者間での、お互いに顔の見える
関係づくり構築のための調整

・研修会・意見交換会の開催

・連携支援マニュアル等の作成に向けた取り組み

・地域連携を進めるクリティカルパス等、関係者の
 情報交換の場づくり

内容：適切な相談窓口へつなぐための案内機能

　　　：予防に関する情報提供(疾病予防、介護予防など)

　　　：研修会や講習会の情報提供

　　　：医療・福祉施設や各種サービスなどの情報提供
　　　 　（往診できる診療所の情報、関係機関で対応可能な医療行為の情報など）

情報提供

保
健
・
医
療
・
福
祉
関
係
者

市

民

相談

情報
提供

相談

情報
提供

関係機関・団体



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ 施設整備計画 
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IV 施設整備計画 

 

１ 施設整備方針 

 

（1） 整備方針 

① 救急医療、災害医療、健康危機管理、教育・人材育成、保健・医療・福祉連携の各

機能を発揮できる施設整備 

� ＥＲ部門を充実し、その機能が十分発揮出来るための施設配置計画を行う。 
� 大規模地震等の災害被災後も病院機能を維持できる構造とする。また、電気、
ガス、水道などのライフラインについても、災害時に対応した設備とする。 

� 災害時を想定して、外来待合室などにおいても患者収容可能な設備として、
医療ガス、吸引装置の配管を行い、災害時に対応できる機能を確保する。ま

た、応急用医療資機材等の備蓄倉庫を整備する。 

� 第二種感染症指定医療機関として、必要な病室・設備を整備するとともに、
患者専用動線の確保を図る。また、施設面における健康危機時の対応につい

ても検討する。 

� 教育研修センターに講義や実習が可能な施設の整備を行う。 
� 保健・医療・福祉連携機能は、市民が親しみやすく利用しやすい施設計画と
する。 

 

② 患者、来院者、スタッフに配慮した施設整備 

� 患者にとって快適な療養環境に配慮するとともに、患者や来院者にとって分
かりやすく利用しやすい施設計画とする。また、患者のプライバシーにも十

分配慮した施設とする。 

� 当センターの位置する西部新拠点地区におけるユニバーサルデザインの理念
に基づくまちづくりの推進を考慮し、外構を含む施設のバリアフリー化を進

め、患者や来院者が利用しやすい施設とする。 

� 病室の静寂や採光などの療養環境の整備や、分かりやすい案内表示など患者
サービスに十分配慮した施設とする。 

� 各部門の効率的な機能連携や医療機器の効率的な運用が可能な配置とすると
ともに、福利厚生施設等も機能的に配置した、スタッフが働きやすい施設と

する。 

 

③ 環境とライフサイクルコストに配慮した施設整備 

� コストがかかり浸水の危険性が有る地下階は設けないものとするなど、経済



 

72 

性を十分考慮した施設とする。  

� 初期投資を抑え、かつ省エネルギー効果の高い設備を整備する。このため、
建物の高断熱化、高気密化により空調負荷低減を図るほか、省電力・長寿命

の照明の採用など、エネルギー効率が良く、環境負荷を低減できる設備を採

用して、ライフサイクルコストの低減を図る。 

� 経済性、耐久性に優れ、メンテナンスの容易な機器・材料を使用する。 
� 雨水・井水など水の循環利用について検討する。 
� 敷地内緑化について、本市の目指す「緑のボリュームアップ」に貢献する計
画とするなど、都市緑化や地域の環境向上に配慮した施設計画とする。 

� 病院建物本体の建築単価については、３０万円／㎡を上限とする。 
 

④ 将来の医療変化への対応が可能な施設整備 

� 建物の長寿命化を考慮するとともに、将来の医療環境の変化に対応できるよ
う、柱スパンの長大化、耐震壁の適正配置、主要配管の配管スペースの余裕

確保などを図る。 

� 医療機器、設備更新に配慮した施設整備とする。 
 

⑤ その他 

� セキュリティーに十分配慮した施設計画とする。 
� 敷地からの雨水排水を自然浸透させるなど、周辺に与える負荷の軽減に十分
配慮する。 

 

（2） 施設規模 

① 病院施設 

近年に新築した同規模公立病院の平均値を参考に1床当たり７９㎡とし、施設

に備える追加機能として岡山ＥＲ、保健・医療・福祉連携機能、院内保育に必要

な面積を加えて、病院本体の延床面積は３３,０００㎡程度を基本とする。また、

病院建物本体の建築面積は、外来診療機能のわかりやすさなど市民サービスの面

から７,０００㎡程度を基本とする。 

 

② 付帯設備 

駐車場は自走式立体駐車場を中心に５００台程度確保できるように整備する。

駐輪場については、適切な台数を確保する。 
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（3） 敷地の法的条件等 

   所在地    岡山市北区北長瀬表町三丁目２０番１０１他 

敷地面積    １８,５８４㎡ 

都市計画区域 市街化区域 

用途地域    準工業地域 

建ぺい率    ７０％（６０％＋角地緩和） 最大 約１３,０００㎡ 

容積率    ２００％    最大 約３７,２００㎡ 

防火地域    － 

道路斜線    １.５Ｌ（摘要距離２０ｍ） 

隣地斜線    ２.５Ｌ＋３１ｍ 

北側斜線    なし 

日影規制    なし（岡山市建築基準法施行条例） 

その他条件  自動車駐車場附置義務条例適用地区（周辺地区） 

        東側道路 幅員 ２７ｍ 

        南側道路 幅員 １７ｍ 

        自然災害の被災危険性 

  洪水：浸水深～０.５ｍ 

（１００～１５０年に１回程度起こる大雨を想定） 

           津波：浸水深～０.５ｍ 

（東南海・南海地震(Ｍ８.６)の同時発生を想定） 
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２ 建築計画 

（1） 配置計画 

本敷地は約１８,６００㎡の面積を有する長方形で平坦な形状である。病院本

体の建物は、建物及び駐車場の位置のバランスを考慮して配置する。また、ＪＲ

山陽本線に隣接していることから、防振・防音性能に配慮する必要がある。 

本敷地への主な入口は、車両は駅前ロータリーの交通に支障のないように敷地

南側とし、歩行者はＪＲ北長瀬駅及びロータリーバス停等からの来院が容易にな

るよう、敷地東側に歩行者用入口を設ける。 

建物配置の基本的な考え方は、病院本体の建物は敷地東側に、駐車ゾーンを敷

地西側に配置することを基本とし、車両動線と歩行者動線が交錯しないようにす

る。また、大規模災害時には駐車スペースやロータリースペース等をトリアージ

スペースとして利用できる施設配置とする。 

 

 

配置イメージ図 
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（2） 建物の階別構成 

計画建物は地下階を設けず、低層部と高層部で構成された基壇型を基本とする。

また、出来るだけシンプルでコンパクトな断面構成とし、各階の構成は以下を基本

とする。 

 

① 低層部 

１階には、ＥＲ部門及びＥＲ部門との連携が必要な放射線部門、内視鏡部門、

薬剤部門の他、市民情報コーナー、外部からの物品搬出入の多い厨房、中央倉庫、

機械室等を配置する。 

２階には、外来部門を中心として配置する。 

３階には、手術部門、ＩＣＵ部門、中央材料部門等を配置する。 

 

② 高層部 

病棟を５～８階に配置し、１フロア２看護単位の構成とする。また、低層部と

の中間となる４階には管理部門等を配置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

断面イメージ図 

 

8F

7F

6F

5F

4F

3F

2F

1F ＥＲ、市民情報コーナー、放射線、内視鏡、薬剤、厨房、中央倉庫等

外来、医事、生理検査、健診、レストラン、売店等

手術、ＩＣＵ、中央材料、臨床工学、病理検査、検体検査、輸血、

リハビリ、教育研修センター等

管理・厚生等

病棟（２病棟）

病棟（２病棟）

病棟（２病棟）

病棟（２病棟）
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３ 構造計画 

（1） 耐震性能 

病院建物の耐震性能は、「官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説」における耐

震性の分類Ⅰ類とし、大規模地震等の災害後、構造体の補修をすることなく建築物

を使用できるものに整備する。 

駐車場施設は分類Ⅲ類とし、大地震動により構造体の部分的な損傷は生じるが、

建築物全体の耐力の低下は著しく生じないものに整備する。 

また、「岡山県建築物耐震対策基本方針」に準拠した計画とする。 

 

（2） 構造方式 

大規模地震時における構造体損傷を最小にとどめ、内部空間及び設備機器稼働を

確保し、医療機器転倒被害を最小限にするための構造体としての性能が必要となる

ことから、現時点で技術的評価の高い免震構造(基礎免震)を採用する。 

 

（3） 浸水対策 

浸水想定０～０.５ｍ未満区域であるため、１ＦＬを現ＧＬ＋５００ｍｍ以上と

し、免震層等の水没を防止する。 

ゲリラ豪雨等に対して、屋上と敷地内の排水は時間降水量に余裕を持たせた計画

とする。 

 

（4） 将来対応 

病院は機能の変化が大きい建物であるため、耐震壁の適正配置、ロングスパン化

等を図り、将来の変化への対応に配慮した施設計画とする。 

 

４ 設備計画 

各種設備は、安定性・経済性及び保守の容易性を重視して整備し、医療安全及び

患者や来院者、スタッフにとって良好な環境を提供するとともに、災害時において

も最低限必要なエネルギーの供給が確保できる内容とする。 

また、病院経営の健全化の観点からは初期投資を抑え、かつ省エネルギー型の設

備を積極的に導入し、維持管理費を抑制するとともに、環境負荷の低減を図る。 

 

（1） 電気設備計画 

① 安全性の高い設備の構築 

病院各部門の需要に対して信頼性の高い電源を、安全に供給することを目的と

すると共に、災害時の対応にも十分配慮する。 
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� 商用電源の受電方式は、信頼性の高い二方向２回線方式を検討する。 
� ＪＩＳ規格「病院電気設備の安全基準；JIS T 1022」に適合した設備（医用
接地、非接地配線方式、非常電源）とする。 

� 商用電源の停電に備え、非常用発電機、無停電電源装置を整備する。非常用
発電機は、信頼性、容量、発電エネルギーの種別及び燃料供給方法を勘案し

た機能を整備する。 

� 医療用重要負荷への電源供給の信頼度をより高めるために、電源幹線の多重
化を図る。 

� 防災面での安全性を高めるため、関連準拠法規外の設備（防災無線、災害時
優先電話等）の採用を検討する。 

 

② 省エネルギー・省力化の推進 

省エネ・省力化が可能で信頼性の高いシステムを導入することにより、光熱水

費と保守管理業務量を低減させ、ランニングコストの軽減が図れる施設整備とす

る。 

� 中央監視装置の導入により、設備機器の適正運転及び少人数による建物管理
を可能とする。 

� 省エネルギータイプの変圧器、ＬＥＤ等照明器具などを検討すると共に、自
然エネルギー（昼光等）を有効に活かした照明計画とする。 

� 地球温暖化対策推進事業に基づき、太陽光発電の導入について検討する。（病
院建物本体の建築単価３０万円／㎡外とする。） 

 

③ 設備更新への対応等 

将来の設備の更新・負荷変動、情報設備の充実にも対応でき得る設備計画とす

る。 

� 主要機器室には将来の増設スペースを配慮する。 
� 医療的・情報的に重装備な諸室は、十分な容量の配線方式とする。 
� 将来の設備更新に配慮すると共に、日常のメンテナンスのし易さ等にも十分
配慮する。 

 

（2） 機械設備計画 

① 安全性の高い設備の構築 

� 空調、衛生設備については、院内感染の防止等に十分配慮したものとする。 
� 災害時における医療活動の継続性の確保のため、耐震性に配慮するなど安全
性の高い設備とする。 
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② 省エネルギー・省力化の推進 

室内環境を損なうことなく、省エネルギーシステムとしての工夫を行う。 

また、設備機能の質的向上に伴い、保守・管理作業が複雑化し、増大化してき

ている中、保守管理の容易な機器の選定及び自動化により省力化を図る。 

� 細分化した空調ゾーニングを行う。 
� 中間期における外気冷房を検討する。 
� 熱源機器の台数の制御を行う。 
� 廃熱回収設備の採用を検討する。 
� 外気取入量の最適化を図る。 
� 効率的な監視・制御設備を検討する。 
� 保守管理が容易な設備を検討する。 
� 主要大型機器の中央化と、小型機器の分散化を図る。 
 

③ 設備更新への対応 

設備更新が医療機能を維持しながら安全かつ容易に行える設備計画とする。 

設備シャフトを適切に配置し、余裕のあるシャフト、大きな点検口を確保する

等、設備の修繕、更新のしやすい設備計画とする。 

 

（3） 防災・保安・セキュリティー関連設備 

センター内の電気設備、機械設備、防災設備の運転と保安の状態監視を一括して

行うため、中央監視設備を防災センター内に整備し、院内全体の防災・保安を一元

管理する。また、人の出入りの監視やセキュリティー関連設備として、必要な場所

に監視カメラ等のＩＴＶ設備を設置し、出入りの管理については、ＩＣカード、各

種センサー、生体識別システム等の導入を検討する。 

 

（4） 昇降搬送設備 

① 昇降機設備 

� 院内における人・物品等の昇降量・用途を適切に把握し、来院者用、寝台用、
物品搬送用など用途に合わせ効率的に整備する。 

� ＥＲ部門と手術部門・集中治療部門間に専用エレベーターを設ける。 
� ＥＲ部門の感染症患者専用診察室等と感染症病床との間に専用エレベーター
を設ける。 

� 外来診療部門にはエスカレーター及び外来専用エレベーターの設置を検討す
る。 
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② 搬送設備 

� 物品等の搬送については、エレベーターを利用した人手による搬送を基本と
するが、緊急・臨時搬送設備として搬送設備等の導入も検討する。 

 

 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ 事業計画等 
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V 事業計画等 

 

１ 経営方針 

（仮称）岡山総合医療センターは、本計画に示す公的に必要とされる医療を提供す

ることにより、市民の健康と生命を守り、安全と安心を支える役割を担っていかな

ければならない。 

一方、現在の市民病院の経営は、収益構造や人件費比率などに課題を抱えている。

さらに、急激な医療環境の変化やセンターの整備費負担など将来にわたる経営リス

クに対応していかなければならない。 

したがって、センターが公的に必要とされる医療を安定的に提供するためには、

これらの課題や経営リスクにも対応し得る事業の組み立てを行うことにより、持続

可能な経営基盤を確立していく必要がある。 

そのうえで、市民負担（一般会計負担）については、より透明性の高い負担内容

に見直す一方で、真に公的負担が求められる分野については市民の理解が得られる

ような負担となるように設定していく必要がある。 

このように、適正な市民負担により、公的に必要とされる医療を安定的に提供す

るためには、持続的な経営基盤の確立と新たな一般会計負担の枠組みづくりが求め

られる。 

このため、基本構想に示された次の具体的方策に基づき、今後、抜本的な改革に

取り組むものとする。 

 

（1） 持続可能な経営基盤の確立 

① 抜本的経営改革 

収益性の向上、社会一般の情勢を反映した給与等への見直し、職員配置の見直

しなど抜本的な経営改革を行う。そして、人件費対医業収益比率５１％台を目指

す。 

 

② 経営形態 

開業時の経営形態については、より効率的・効果的で持続可能な経営基盤を確

立する必要があることから、地方独立行政法人(非公務員型)も含め検討を進める。 

 

③ 初期投資額の抑制 

建物の建築単価について、地方交付税基準の３０万円／㎡を上限とする。 

医療器械・システム・備品等の初期投資を４０億円以内とする。 
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（2） 新たな一般会計負担の枠組みづくり 

① 運営部分の負担分野と算出方法の見直し 

救急、感染症など公的に必要とされる医療に負担分野を限定し、適正な負担額

の算出方法を考案する。 

 

② 建設部分に対する繰入率の見直し 

建設費に対する一般会計からの繰入率について、開業後５年間は５０％とし、

以降は地方交付税算入額程度の水準を目指す。 

 

③ 退職金の一般会計負担の廃止 

退職金について、事務職員等に係る部分を除き全額を病院事業の負担とする。

（平成２２年度から実施済み） 
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２ 整備手法及び整備スケジュール 

 

（1） 整備手法  

想定される整備手法は、従来方式のほかにＤＢ方式（設計・施工一括発注方式）、

ＰＦＩ方式が考えられる。本事業においては、整備期間短縮の観点、建築単価の上

限設定により事業費を抑制する方針であること、複雑な病院設計において発注者の

意向をより反映させる観点などから総合的に勘案し、整備手法を従来方式とし、設

計については基本設計と実施設計を一括発注する方式とする。 

 

（2） 整備スケジュール 

整備スケジュールは、次のとおり想定し、平成２７年度の早い時期の開院を目指

す。 

 

【整備スケジュール】 

 

設計

建設工事

開院準備

２７年度２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

設計

建　設　工　事

開院準備

開院
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３ 現市民病院の取り扱い等について 

（仮称）岡山総合医療センターは、現市民病院が有する人的資源、許可病床等を

活用して整備するため、センターの開院時には、現市民病院は病院機能としての役

割を終えることとなる。 

しかしながら、開院以来、現市民病院を利用し、支えていただいた地域住民等の

方々にご安心いただけるよう、一定の外来診療機能をもつ医療サービス提供の体制

整備などを検討する必要がある。 

この体制整備については、今後も地域住民等との協議を重ねながら、さらに具体

的な検討作業を進めるものとする。 

また、跡地全体の活用についても、中心市街地の活性化や安全･安心等の観点か

ら有効利用の方法を検討するものとする。 
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４ 概算事業費 

センター整備に係る概算事業費は、次のとおり見込むが、可能な限り事業費の抑

制に努めるものとする。また、財源は企業債、自己資金等を想定する。 

 

 【センター整備に係る概算事業費】 

    用地取得費            ９.４億円 

    病院建物本体工事費       ９９.０億円 

    付帯工事費及び設計監理費    １２.１億円 

    医療器械・システム・備品等   ３６.２億円 

    合 計            １５６.７億円 

     ※上記には、移転費、各種負担金、事務費、人件費等は含まない。 

     ※病院建物本体工事費は、建築単価３０万円／㎡にて積算 

 

５ 財政シミュレーション 

（1） 主な設定条件 

次の条件により、持続的経営が可能か検証する。 

 

現病院の解体撤去費、現有財産の処分収入等は計上していない
地方交付税算入額は現行制度により算出

約４．４億円（救急・感染結核等）

項     目

一般会計負担金
（運営部分）

減価償却費

条件

Ｈ２１年度決算値
（収益は、H２２年度のDPC適用等に伴い補正）
（費用は、後発医薬品の導入効果等に伴い補正）

初期投資分及び一定の追加投資分を設定し計上

病床数　　　　４００床（一般３８７床、感染症６床、結核７床）
延床面積　 　３３，０００㎡
概算事業費　約１５６．７億円

収支
関係

規模・事業費

収　　益

入院・外来収益のアップ率に比例

総人件費抑制（人件費対医業収益比率を５１％台を目標に漸次削減）
ＥＲの救急医・看護師等増員及び７：１看護体制等による増員により、
５．６億円(１４．７％)増
退職金は、病院事業負担

面積増等を考慮しながら必要経費を計上

積算基礎

一般会計負担金
（建設部分）

７：１看護体制等により入院収益約７．３億円（１４．７％）増
救急患者増加により外来収益約１．６億円（１０．４％）増
個室増加等により差額ベッド料約１．８億円増（約４．５倍）

１～　５年目平均　　５．２億円（繰入率　５０．０％）
６～１０年目平均　　１．９億円（繰入率　２２．５％）

費用

そ　の　他

給与費

経   費

材料費
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（2） シミュレーション結果 

開院後１０年間の収支を試算した結果、開院から６年目までは新規購入する医療

器械の減価償却費等により赤字は大きくなるが、７年目からは赤字が縮小し、その

後黒字化する見込みである。さらに、資金収支については期末残高が不足する年度

がなく、運営に必要な資金は安定的に確保でき、持続的経営が可能なことが確認で

きた。 

今回のシミュレーション結果では、基本構想において示した開院１０年目黒字化

が達成できていないが、今後、所要の改革に取り組むことにより、開院１０年目黒

字化を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純損益及び一般会計負担
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0
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 年目

億円

純損益

現状の一般会計負担（退職金含）　１１．１億円 (直近５年間平均)

資金収支（期末残高）
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億円

資金不足の年度なし

実質市民負担額

地方交付税算入額

一般会計負担金の内訳
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【財政シミュレーション結果表】 

（単位：億円）

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目
10年
間
平均

(参考）
H21
年度

81.9 84.4 84.3 84.3 84.3 83.5 83.5 83.5 83.5 83.5 83.7 69.7

医業収益 79.6 81.5 81.5 81.5 81.5 81.5 81.5 81.5 81.5 81.5 81.3 67.5

内入院収益 55.6 57.2 57.2 57.2 57.2 57.2 57.2 57.2 57.2 57.2 57.0 48.1

内外来収益 16.2 16.6 16.6 16.6 16.6 16.6 16.6 16.6 16.6 16.6 16.5 13.7

医業外収益 2.3 2.9 2.8 2.8 2.8 2.1 2.0 2.0 2.0 2.0 2.4 2.1

特別利益 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

88.7 89.3 89.5 89.6 89.6 89.1 86.2 85.7 85.1 84.6 87.7 70.3

医業費用 83.5 84.1 84.3 84.5 84.6 84.1 81.2 80.8 80.3 79.8 82.7 67.8

内給与費 43.3 43.2 43.1 43.1 43.0 42.9 42.8 42.7 42.6 42.5 42.9 36.1

内材料費 19.0 19.5 19.5 19.5 19.5 19.5 19.5 19.5 19.5 19.5 19.4 18.8

内経費 10.9 11.0 11.1 11.1 11.1 11.2 11.2 11.2 11.2 11.2 11.1 8.9

内減価償却費 10.0 10.2 10.4 10.6 10.8 10.3 7.6 7.2 6.8 6.4 9.0 3.9

医業外費用 4.9 4.9 4.9 4.8 4.8 4.7 4.6 4.6 4.6 4.5 4.7 2.2

特別損失 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

純　損　益 -6.7 -5.0 -5.2 -5.3 -5.4 -5.6 -2.7 -2.2 -1.6 -1.1 -4.1 -0.6

1.5 5.8 6.1 6.5 7.2 2.7 2.7 8.1 3.0 3.1 4.7 6.0

1.5 10.1 10.6 11.6 12.9 7.0 7.1 12.6 8.6 8.7 9.1 7.2

0.0 -4.3 -4.6 -5.0 -5.7 -4.4 -4.4 -4.5 -5.6 -5.7 -4.4 -1.2

3.9 1.5 1.3 0.9 0.4 1.1 1.2 1.2 0.3 0.4 1.2 2.3

40.8 42.4 43.7 44.7 45.1 46.2 47.4 48.6 48.9 49.3 － 25.3

5.3 10.2 10.4 10.9 11.5 6.2 6.2 6.2 6.5 6.5 8.0 9.6

3.9 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.4 4.5

1.4 5.7 5.9 6.4 7.0 1.7 1.7 1.8 2.0 2.0 3.6 4.3

4.2 6.5 6.5 6.8 7.0 5.6 5.6 5.6 5.9 5.9 6.0 4.2

1.1 3.8 3.9 4.1 4.4 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 2.0 5.4

※H21年度の一般会計負担には、一般会計負担金のほか、一般会計が負担した退職金約0.9億円を含む。

一般会計負担　a

地方交付税算入額 b

収益

費用

年度末資金収支

うち【運営部分】

収　支

実質市民負担額 a-b

損益
計算書
(収益的
収支)

支　出

収　入

当年度資金収支

資本的
収支

資金
収支

うち【建設部分】
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○用語説明 

 

advanced triage 

アドバンスドトリアージ（advanced triage）とは、救急患者の方向性の決定ことで、帰宅さ

せるのか、入院させるのか、入院させるのならどの科にどの時点で引き継ぐのかを判断するこ

と。 

 

ＣＲＣ（治験コーディネーター） 

治験業務の円滑な進行と運営を支援する専門家。治験を実施する医療機関において被験者・

医師・治験依頼者（製薬会社）間の調整役となり、治験に関する医学的判断を伴わない業務全

般にかかわる。clinical research coordinatorの略。 

 

ＣＴ 

コンピュータ断層撮影法。Ｘ線装置とコンピュータを組み合わせて人体の横断面を映像化す

る方法。また、その装置。Computed Tomographyの略。 

 

ＤＢ方式 

設計と施工を一括発注する方式。 

 

ＤＰＣ 

急性期入院医療の診断群分類に基づく１日当たりの包括評価制度。診断と治療行為等を組み

合わせた分類（診断群分類）により診療報酬を包括して支払うもの。Diagnosis Procedure 

Combinationの略。 

 

ＥＲ型救急医（ＥＲドクター） 

全ての救急患者を横断的に診て救急初期診療を行う能力を有する医師。以下を基本的条件と

する。 

①ＥＲの専任医師であり、各科の業務を兼任しない。  

②手術、入院患者、専門外来には関与しない。  

③全ての救急患者（全ての科）の初期診療（診断・初期治療・方向性の決定（advanced triage））

を行う能力を有する。 

 （日本救急医学会ＨＰより） 

 

ＥＲ型救急医療 

ＥＲはemergency roomの略で、救急室、あるいは救急外来を意味する言葉。本来、ＥＲ型救



 

90 

急医療は北米型救急医療モデルのことであり、以下の特徴を有する。①重症度、傷病の種類、

年齢によらずすべての救急患者をＥＲで診療する、②救急医がすべての救急患者を診療する、

③救急医がＥＲの管理運営をおこなう、④研修医が救急診療する場合には、ＥＲに常駐する救

急専従医が指導をおこなう、⑤救急医はＥＲでの診療のみを行い、入院診療を担当しない。 

北米と医療体制の異なる本邦では、厳密に北米型救急医療モデルを遂行している医療施設は

少ないため、医療施設によって上記の一部を満たすさまざまな診療形態がＥＲ型救急医療と呼

称されている。（日本救急医学会ＨＰより） 

 

ＦＬ 

Floor line（フロアライン）の略で、床のラインを指す。Floor level（フロアレベル）とも

いう。 

 

ＧＬ 

Ground line（グランドライン）の略で、地面のラインを指す。Ground level（グランドレベ

ル）ともいう。 

 

ＨＡＣＣＰ（危害分析重要管理点） 

食品の製造や加工に当たり、その一連の工程において、特に重点的に管理する必要のある箇

所を全て記録することにより、異常が認められた場合に即座に解決できるようにする食品衛生

管理の考え方。Hazard Analysis and Critical Control Pointの略。 

 

ＨＣＵ 

高度治療室。高度な治療を必要とする患者を治療する治療室。ＩＣＵと一般病棟の中間に位

置づけられる。High Care Unitの略。 

 

ＩＣＴ 

情報通信技術。ネットワーク通信による情報・知識の共有。Information and Communication 

Technologyの略。 

 

ＩＣＵ 

集中治療室。重症の患者を重点的に治療する治療室。Intensive Care Unitの略。 

 

ＩＴＶ設備 

産業・工業・業務用などにテレビカメラを利用し特定の場所に限って用いるテレビジョン方

式をいう。遠方あるいは人間の視野外の場所などの状況を見ることが目的で、防犯、確認、監
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視に役立っている。 

 

ＭＲＩ 

磁気共鳴断層撮影法。Ｘ線を使用せず、磁場と電波を使って体の中を見る画像診断装置。

Magnetic Resonance Imagingの略。 

 

ＰＡＣＳ（医用画像情報システム） 

画像を電子保存し、オンラインで配信するシステムのこと。Picture Archiving and 

Communication Systemの略。 

 

ＰＦＩ方式 

公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行

う新しい手法。Private Finance Initiativeの略。 

 

ＱＯＬ 

「生活の質」という意味で、より充実した生活を送るために、生活の質や人生の質を重視し、

肉体的、精神的、社会的に良好な状態を保つ、あるいは向上を目指す考え方のこと。Quality of 

lifeの略。 

 

ＳＣＵ 

脳卒中集中治療室。脳梗塞、脳出血、くも膜下出血の患者を治療する治療室。Stroke Care Unit

の略。 

 

ＳＰＥＣＴ 

シングルフォトン断層法のこと。微量の放射能(ガンマ線)を放出する放射線元素を含んだ薬

剤を静脈注射し、ガンマカメラにより検出した薬剤の濃度分布を、コンピュータ処理により画

像化する装置。Single Photon Emission Computed Tomographyの略。 

 

ＴＤＭ 

薬物治療の際に血中濃度を測定することにより適切な投与量を決定することや、血中濃度を

薬効や副作用と対比させることにより治療成績の向上を図るもの。Therapeutic drug 

monitoringの略。 

 

Ｘ線ＴＶ装置 

身体の透視像を観察しながら撮影する装置。胃、腸、その他造影剤を用いた検査に利用する。 
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アメニティー 

患者にとって、居心地の良い快適な療養環境や院内環境などのこと。 

 

アルブミン製剤 

アルブミン製剤は、人の血液の血漿に含まれるアルブミンを原料としてつくられる薬。さま

ざまな原因で血液中のアルブミンが少なくなったときに起こる症状を改善するために使われる。 

 

医師臨床研修制度 

診療に従事しようとする医師が受けなければならない研修。平成１６年に導入された制度（平

成２１年見直し）で、２年以上、臨床研修病院等での研修が必要とされている。 

 

一次救命処置(ＢＬＳ) 

急病患者に対して行う救命処置。心停止の場合は、心臓マッサージと人工呼吸を指す（現在

では、ＡＥＤの使用を含む）。Basic Life Supportの略。 

 

一般病床 

精神病床、感染症病床、結核病床、療養病床以外の病床。 

 

陰圧 

院内感染を防ぐために、病室の内部の気圧をその外部の気圧より低くしている状態。 

 

ウォッシャーディスインフェクター 

自動洗浄・除染・乾燥装置のこと。感染症の有無に関わらず、使用後の器材の一次処理と洗

浄を同時に行う装置。 

 

栄養サポートチーム（ＮＳＴ） 

ＮＳＴ(Nutrition Support Team)ともいい、入院中の患者の喫食状態が悪くなったときに、

その原因や栄養状態を把握し適切な栄養投与によって全身状態の改善を図るために、医師、看

護師、薬剤師、管理栄養士などが支援するチームのこと。 

 

オーダリングシステム 

診療現場で医師が直接パソコンを操作し、処方や検査予約のオーダを入力し、その内容が薬

局や検査等に伝達されるとともに会計にも利用されるシステム。 
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オートクレーブ 

高圧蒸気滅菌器のこと｡培地･培養液などの滅菌、培養用器具･容器類の滅菌、ガラス･金属器

具類滅菌を行う。 

 

オンコール体制 

当直などの勤務体制ではないが、緊急の際には呼び出せるように自宅等に待機している体制。 

 

回復期医療 

病勢の進行が停止して治癒に向かってゆく期間の患者に対する医療。 

 

開放型病院・開放病床 

開放型病院とは、病院の施設や機能を地域医療機関の医師に開放している病院。開放型病床

は、この病院施設等の開放の一環として、病床の一部を診療所のかかりつけ医に開放し、病院

の医師と共同して治療を行うもの。 

 

外来化学療法 

抗がん剤の投与によるがん治療を、入院せずに外来で通院しながら行えるようにした療法。 

 

肝炎二次専門医療機関 

肝がんに対する治療が可能な専門医療機関。 

 

感染症病床 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律に規定する一類感染症、二類感染

症、新感染症等の患者を入院させるための病床。 

 

カンファレンス 

一般的には、学術的な会議や研究会などのことを意味する。医療の分野では、職種ごとに行

う勉強会や、様々なテーマごとに関連する職種が集まって行う勉強会などがある。 

 

基準病床数 

病院の病床及び診療所の療養病床の適正配置を図ることを目的として、都道府県が定める病

床数。一般病床及び療養病床は県内に５つある二次保健医療圏ごとに、精神病床、感染症病床

及び結核病床は県全域で定められている。 
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救急医療施設 

比較的軽症な救急患者に対応する初期救急医療施設（市内では、休日夜間急患診療所・在宅

当番医など）、入院治療を必要とする重症救急患者に対応する２次救急医療施設（市内では、病

院群輪番制病院・協力病院当番制病院）、重篤な救急患者に対応する３次救急医療施設（市内で

は、救命救急センター）がある。 

 

救急科専門医 

病気、けが、やけどや中毒などによる急病の方を診療科に関係なく診療し、特に重症な場合

に救命救急処置、集中治療を行うことを専門とする。初期臨床研修修了後、日本救急医学会の

定めるカリキュラムに従い３年以上の専門研修を修め、資格試験に合格した医師。（日本救急医

学会ＨＰより） 

 

救急科専門医指定施設 

救急科専門医を育成するための施設として、日本救急医学会が認定した施設。 

 

救急告示施設 

救急隊より搬送される傷病者に関する医療を担当する医療機関として、都道府県知事が告示

した救急病院又は救急診療所。 

 

休日夜間急患診療所 

休日夜間の救急患者に対し応急の医療を行うための診療所。市内においては、岡山市が開設

し、医師会が管理運営しており、休日及び平日夜間の小児科と、休日の内科がある。 

 

急性期医療 

急性増悪を含む発症間もない患者に対する医療。 

 

急性期リハビリテーション 

発症からできる限り早い段階で行われるリハビリテーション。 

 

クックチルシステム 

加熱殺菌した食品を急速に冷却し、チルド（０～３℃）の温度帯で保管し、必要なときに最

終加熱して提供する調理システムのこと。少ない人数で大量の調理が可能になり、調理作業の

標準化が図れ、厨房設備も軽装備化できるなどの利点がある。 
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クリーンベンチ 

無菌実験台といい、ウイルス、大腸菌、培養細胞などの取扱いにおいて、外部からの雑菌の

混入、外部への生物汚染を防ぐ工夫がされている実験台。 

 

経過観察床 

ＥＲ内において患者の経過を観察するための病床。 

 

外科用イメージ 

手術中に透視像を観察するための装置。 

 

結核病床 

結核患者を入院させるための病床。 

 

結核り患率 

１年間に発病した結核患者数の人口に対する比率。人口１０万人当たりで示される。 

 

血管造影 

血管に造影剤を注入して形状をレントゲンに写す方法。血管の狭窄やつまり、破れ等の診断

を行うほか、血管の先にある各臓器の腫瘍なども写し出し、治療方針を決めることができる。 

 

血管内治療 

血管内に挿入した医療機器によって行われる治療。 

 

県南東部保健医療圏 

岡山市、瀬戸内市、備前市ほか県南東部の地域に設定された二次保健医療圏で、主として病

院の病床の整備を図るべき地域単位。 

 

広範囲熱傷 

熱傷した広さが、その人の体の全表面積（熱傷体表面積）の１５～２０％以上のもの。 

 

災害拠点病院 

災害時に多発する多発外傷、広範囲熱傷等の重篤救急患者の救命医療を行うための高度の診

療機能、患者等の受入れ及び搬出を行う広域搬送への対応機能、自己完結型の医療救護チーム

の派遣機能等を有する地域災害医療センターと、さらにこれらの機能を強化し、医療救護要員

の訓練・研修機能を有する基幹災害医療センターがある。 
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サテライトファーマシー 

主となる薬剤部から離れて、病棟内に存在する薬局のことで、患者に適切な薬物療法が行わ

れることを目的とする。 

 

資金収支 

（流動資産）－（流動負債）で計算される値。資金繰りの状態を示す。 

 

指肢切断 

指や上肢や下肢の一部が体から切り離されたこと。 

 

施設基準 

医療法で定める医療機関および医師等の基準のほかに、保険診療の一部について医療機関の

機能や設備、診療体制等の基準を定めることにより、安全面やサービス面等を評価したもの。 

 

周産期医療 

妊娠２２週以降から出生７日までの時期の母体や胎児、新生児に対する医療。 

 

周産期母子医療センター 

総合周産期母子医療センターは、常時の母体及び新生児搬送受入体制を有して母体又は胎児

におけるリスクの高い妊娠に対する医療、高度な新生児医療等の周産期医療等を行うことので

きる医療施設。 

地域周産期母子医療センターは、周産期に係る比較的高度な医療行為を行うことができる医

療施設。 

 

受療率 

厚生労働省の患者調査において、推計患者数を人口１０万当たりであらわした数。 

受療率（人口１０万当たり）＝推計患者数／国勢調査人口×１００,０００ 

 

小児救急医療支援病院 

内科医等への小児初期救急医療に係る研修、小児初期救急医療機関からの相談、紹介患者の

受け入れ等を行う医療施設。 

 

新型インフルエンザ協力医療機関 

第一種感染症指定医療機関の病床数を超えて患者が発生した場合等に患者を入院させる医療

機関。 
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新型インフルエンザ初期対応医療機関 

新型インフルエンザを疑う患者の医療を行う医療機関。 

 

診療報酬 

診療行為の対価として医療機関に支払われる料金。２年おきに改定が行われている。 

 

第一種感染症指定医療機関 

エボラ出血熱、ペストなどの一類感染症、急性灰白髄炎、ジフテリアなどの二類感染症又は

新型インフルエンザ等感染症の患者の入院を担当させる医療機関。 

 

第二種感染症指定医療機関 

急性灰白髄炎、ジフテリアなどの二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の患者の入院

を担当させる医療機関。 

 

多発外傷 

身体を、頭部・頚部・胸部・腹部・骨盤・四肢などと区分した場合に、複数の身体区分に重

度の損傷が及んだ状態をいう。 

 

地域医療支援病院 

紹介患者に対する医療提供、病床や医療機器の共同利用の実施、地域の医療従事者の研修等

を通じ、かかりつけ医等を支援する機能を備え、地域医療の確保を図る病院。 

 

地域包括支援センター 

介護保険法で定められ、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を

行うことにより、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援する機関。センタ

ーには、保健師、ケアマネージャー、社会福祉士が置かれ、専門性を生かして相互連携しなが

ら業務にあたる。 

 

地域連携クリティカルパス 

疾病別に、疾病の発生から診断、治療、リハビリ、在宅療養までを、複数の医療機関・施設

にまたがって作成する一連の診療計画。 

 

治験 

新しい薬を開発するためには、薬の候補物質について動物で効果や毒性を調べるだけでなく、

人での効き目（有効性）や副作用（安全性）を確認するためのもの。治験は厚生労働省が定め
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た基準（医薬品の臨床試験の実施の基準：ＧＣＰ）に従って行われる。 

 

地方独立行政法人 

住民の生活、地域社会及び地域経済の安定等の公共上の見地からその地域において確実に実

施されることが必要な事務及び事業であって、地方公共団体が自ら主体となって直接に実施す

る必要のないもののうち、民間の主体にゆだねた場合には必ずしも実施されないおそれがある

ものを効率的かつ効果的に行わせるため、地方公共団体が設立する法人。 

役員及び職員に地方公務員の身分を与える必要があるものを特定地方独立行政法人（いわゆ

る公務員型）といい、それ以外を一般地方独立行政法人（いわゆる非公務員型）という。 

 

中等症 

傷病の程度が入院を必要とするもので重症（傷病の程度が３週間以上の入院を必要とするも

の）に至らないもの。 

 

電子カルテ 

従来、医師や歯科医師が診療の経過を記入していた紙のカルテを電子的なシステムに置き換

え、電子情報として一括して編集・管理しデータベースに記録する仕組みのこと。 

 

ドライシステム 

床に水を流さずに乾いた状態で調理や洗浄作業を行う方式。特長は、高温多湿や細菌やカビ

の繁殖を抑制し、害虫の発生防止にも効果的であることや、床からの跳ね水による食品への食

中毒菌の二次汚染を防げることなどが挙げられる。 

 

トリアージナース 

walk in（自力で救急室を訪れた）の患者の緊急性の判断を行う看護師。 

 

二次救命処置(ＩＣＬＳ) 

突然の心停止に対する救命処置。医療従事者のための蘇生トレーニングコース。Immediate 

Cardiac Life Supportの略。 

 

脳卒中 

脳に一過性又は持続性の虚血か出血が生じたもの。脳梗塞、脳出血、くも膜下出血などに分

類される。 
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脳卒中急性期医療機関（超急性期） 

脳卒中の患者の発症後３時間以内にt-PA静脈内投与等の専門的な治療を開始できるなど、超

急性期の専門的な診療が２４時間可能な医療機関。 

 

パンデミック 

限られた期間にある感染症が世界的に大流行すること。 

 

病院群輪番制病院 

二次保健医療圏域内の２次救急医療を担う病院が相互に連携し、休日又は夜間を輪番で担当

することにより、重症救急患者の医療を確保するため診療を行う病院。 

 

病床利用率 

ベッドの利用の程度を示す指標。厚生労働省の病院報告では、次の算式。 

(年間在院患者延数)÷((月間日数×月末病床数)の1月～12月の合計)×１００ 

 

フリーアドレス制 

特殊な設備を保有する診療科を除き、診療科毎に診察室を特定しないで、患者数や医師数に

応じて診察室を振り分け、診察室を効率的に使用する方法のこと。 

 

ブロック受付 

外来の受付形態の一つで、内科系や外科系、小児科と産婦人科など、関連性のある診療科の

診察室をそれぞれひと固まりのブロック単位にまとめ、そのブロックごとに受付を配置するこ

と。 

 

マンモグラフィー撮影装置 

乳房撮影専用Ｘ線診断装置のこと。乳房の触診でしこりが見つかった時などに、がんかどう

か調べるために行なう検査で用いられる。腫瘍の有無、大きさや形、石灰化の有無がわかる。 

 

ミキシングルーム 

化学療法剤（注射薬）の溶解・混合などの調整を行なう場所。 

 

免震構造 

地震の際に建物の振動を緩めるように設計した建築物の構造。 
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ライフサイクルコスト 

建物などの費用について、設計から竣工、運用を経て、修繕、解体処分するまでを建物の生

涯と定義して、その全期間に要するトータルの費用。 

 

ライフライン 

都市生活に不可欠な水道・電気・ガスなどの供給システム。 

 

リウマチ 

からだのあちこちの関節に炎症が起こり、関節が腫れて痛む病気。進行すると関節の変形や

機能障害が起こる。関節リウマチ。 

 

リカバリールーム 

回復室のこと。術後、麻酔から覚醒し、呼吸・脈拍・血圧等が安定回復室まで、患者を観察

する室。 

 

療養病床 

主として長期にわたり療養を必要とする患者を入院させるための病床。 

 

臨床研修病院 

医師の臨床研修を行うために、厚生労働大臣が指定する病院。 

 

 


